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ま え が き 

 

 

 21 世紀の安全な交通社会の形成に向けて、人命尊重の理念はもとより、交通事故による

社会的経済的損失という側面をも勘案し、交通事故根絶という究極的な目標を目指す立場に

たって、堺市交通安全対策会議では、交通安全対策基本法に基づき、「堺市交通安全計画」

を策定し、市内における交通安全対策を総合的かつ計画的に推進してきたところである。 

 このような中で、先の、第 8 次堺市交通安全計画では、平成 22 年までに年間の交通事故

死者数を、22 人以下に抑制するという目標を掲げ、適切かつ効果的な施策を総合的に推進

した結果、交通事故死者数は、各年により増減は見られるものの、計画策定年の平成 18 年

に 19 人となり計画を 4年前倒しで達成し、平成 20 年には、これまでの統計史上最尐となる

15 人となった。また、交通事故死傷者数を 6,800 人以下にするという目標についても、平

成 20 年に 6,714 人となり目標を達成し、その後も減尐傾向が続いており、平成 22 年には

6,449 人となるなど、一定の成果を得ることができた。 

これは、国、府、市のみならず、市民の十分な理解と協力の下、一丸となって長年取り組

んできた努力のたまものである。 

しかしながら、その一方で、道路交通事故件数は、依然として高い状態で推移しており、

今や事故そのものを減尐させることが求められている。とりわけ、高齢者や自転車が関連す

る交通事故件数が交通事故全体に占める割合が高く、効果的な対策を打ち出していく必要が

ある。 

いうまでもなく、交通事故による被害者数は災害や犯罪等他の危険によるものと比べても

圧倒的に多く、市民の安全で安心な暮らしの実現を図るためにも交通事故の防止は、国、府

及び市等が有機的に連携することはもとより、市民一人ひとりが全力を挙げて取り組まなけ

ればならない、喫緊の課題である。 

そこで、この第 9次堺市交通安全計画は、交通安全対策全般にわたる総合的かつ長期的な

施策として、平成 23 年度から平成 27 年度までの 5年間に講ずべき堺市における道路交通の

安全に関する施策の大綱として定めたものである。 

この計画に基づき、国、府及び市がより一層の連携を保ち、交通情勢や地域の実態に応じ

た交通安全に関する諸施策を市民の十分な理解と協力を得て、強力に推進するものとする。 
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計 画 の 基 本 理 念 

 

１ 交通事故のない社会を目指して 

我が国は、本格的な人口減尐と超高齢社会の到来というかつて経験したことのない新

たな時代を迎えたところである。このような大きな環境変化を乗り越え、真に豊かで活

力のある社会を構築していくためには、安全で安心して暮らせる社会を実現することが

極めて重要である。 

その一方で、我々の日常生活で最も身近な災害である交通事故についてみると、その

被害者数は災害や犯罪等他の危険によるものと比べても圧倒的に多く、交通安全の確保

は、安全で安心な社会の実現を図っていくための重要な要素である。 

交通安全対策については、その重要性からこれまでも様々な対策がとられてきたとこ

ろであるが、依然として交通事故件数は高い水準で推移していることから、人命尊重の

理念に基づき、また交通事故がもたらす大きな社会的・経済的損失をも勘案して、究極

的には交通事故のない社会を目指し、悲惨な交通事故の根絶に向けて、今再び、新たな

一歩を踏み出さなければならない。 

 

２ 人優先の交通安全思想 

  高齢者、障害者、子ども等の交通弱者や、道路交通において弱い立場にある歩行者の

安全を確保するための「人優先」の交通安全思想を、あらゆる施策を推進する際の基本と

すべきである。 

 

３ 交通社会を構成する三要素と係る安全対策 

（１）人間に係る安全対策 

交通機関の安全な運転を確保するため、運転する人間の知識・技能の向上、交通安

全意識の徹底、資格制度の強化、指導取締りの強化、運転の管理の改善、労働条件の

適正化等を図り、かつ、歩行者等の安全な移動を確保するため、歩行者等の交通安全

意識の徹底、指導の強化等を図るものとする。 また、市民一人ひとりの交通安全に関

する意識を改革していくことが極めて重要であることから、交通安全に関する教育、

普及啓発活動を充実させる。 その際、住民が身近な地域や団体において、地域の課題

を認識し自ら具体的な目標や方針を設定したり、交通安全に関する各種活動に直接か

かわったりしていくなど、安全で安心な交通社会の形成に積極的に関与していけるよ

うな仕組みを作ることが、市民自らの意識改革を行う上では必要となる。 

 

（２）交通機関に係る安全対策 

ヒューマンエラーを原因とした事故防止を図る観点から、人間はエラーを犯すもの

との前提のもとで、それらのエラーが事故に結び付かないように、不断の技術開発に

よってその構造、設備、装置等の安全性を高めるとともに、各交通機関の社会的機能

や特性を考慮しつつ、高い安全水準を常に維持させるための措置を講じ、さらに、必
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要な検査等を実施し得る体制を充実させる。  

 

（３）交通環境に係る安全対策 

機能分担された道路網の整備、交通安全施設等の整備、交通管制システム及び交通

に関する情報の提供の充実、効果的な交通規制や施設の老朽化対策などを図る。また、

交通環境の整備にあたっては、人優先の考えのもと、人間自身の移動空間と自動車や

鉄道等の交通機関との分離を図るなどにより、混合交通に起因する事故の危険を排除

する施策を充実させる必要がある。 

 

４ ＩＴの活用 

人間、交通機関、交通環境の三要素を結び付け、有効かつ適切な交通安全対策を講ず

るため、情報通信技術等の積極的な活用を図る。また、そのための基礎として、交通事

故原因の総合的な調査・分析の充実・強化を図る。 

 

５ 救助・救急活動及び被害者支援の充実 

交通事故が発生した場合、その被害を最小限に抑えるための迅速な救助・救急活動や、

負傷者の治療の充実等を図る。また、犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）の制

定を踏まえ、交通安全の分野における被害者支援の充実を図る。 

 

６ 参加・協働型の交通安全活動の推進 

交通事故防止のために国の機関、府及び市、関係民間団体等が緊密な連携を図ることはも

とより、市民が交通安全に関する施策に計画段階から参加できる仕組みづくりを行い、市民

の理解と協力のもと地域の特性に応じた取組が可能となるような参加・協働型の交通安全活

動を推進する。 

 

７ 効果的・効率的な対策の実施 

現下の厳しい財政事情を踏まえつつも、悲惨な交通事故の根絶に向けて地域の実情に

沿った効果的な対策に集中して取り組んでいくために、多方面にわたる交通安全に関す

る施策を有機的に連携させ、総合的かつ効果的に実施する。また、諸施策を尐子高齢化、

国際化等の社会情勢の変化や交通事故の状況、交通事情等の変化に弾力的に対応させる

とともに、地震等に対する防災の観点にも適切な配慮を行うなど、適切な施策を選択し、

重点的かつ効果的に実施する。 

 

８ 公共交通における一層の安全の確保  

  このほか、日常生活を支え、一たび交通事故等が発生した場合には大きな被害となる公

共交通の一層の安全を確保するため、保安監査の充実等、事故防止対策の充実を図る。 
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第１章 道路交通の安全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜道路交通安全における目標＞ 

人命尊重の理念に基づき、究極的には交通事故のない社会を目指し、

悲惨な交通事故根絶に向け、市民の理解と協力のもと、諸施策を総合

的かつ強力に推進し、本計画の最終年度である平成 27 年度までの目標

を次のとおり設定する。 

交通事故死者数       12 人以下 

（※この 12 人に 30 日以内の死者数の比率を乗ずるとおおむね 14 人） 

交通事故死傷者数    5,000 人以下 

 

＜具体的な施策＞ 

１ 交通安全思想の普及徹底  ６ 救助・救急活動の充実  

２ 安全運転の確保       ７ 損害賠償の適正化をはじめとした 

３ 道路交通環境の整備         被害者支援の推進 

４ 車両の安全性の確保    ８ 調査研究の充実 

５ 道路交通秩序の維持     

 

 

＜今後の交通安全対策を考える視点＞ 

経済社会情勢や交通情勢等を踏まえながら、次のような視点を重視して

効果的な道路交通の安全対策を推進する。 

１ 高齢者及び子どもの安全確保   

２ 歩行者及び自転車の安全確保      

３ 生活道路及び幹線道路における安全確保 

 

＜道路交通事故の現状等＞ 

 交通事故死者数については、平成 20 年には統計史上最尐となる 15 人

となるなど各年で増減があるものの、ここ数年減尐傾向にある。 

しかしながら、発生件数及び負傷者数は依然高い状態で推移している。 
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第１節 道路交通事故の現状と今後の道路交通安全対策を考える視点 

１ 道路交通関係指標の推移 

（１）人 口  

    堺市人口は、平成 22 年 10 月現在、842,134 人で、大阪府人口の 9.5％を占めてい

る。（表 1参照） 

 年齢別人口では、老年人口（65 歳以上）は、年尐人口（0 歳～14 歳）を超え、ま

た、老年化指数もさらに上昇し、高齢化の傾向がより一層強まっている。（表 2 参

照） 

 

表１ 堺市と大阪府の人口 

年  次 堺市人口 大阪府人口 対府比 

  ５５ 810,106 人 8,473,446 人 9.56 

  ６０ 818,271 8,668,095 9.44 

 平成２ 807,765 8,734,516 9.25 

   ７ 802,993 8,797,268 9.13 

  １２ 792,034 8,805,081 9.00 

  １７ 830,966 8,817,166 9.42 

  ２２ 842,134 8,862,896 9.50 

注：各年 10 月１日現在(堺市企画部調査統計担当、大阪府総務部統計課調 

：いずれも国勢調査による) 

ただし平成 22 年は速報による 

 

表２ 年齢構造の推移 

項目 

 

年次 

人 口(人) 割合（％） 老年化 

指数 

※１ 

従属人口

指数 

※２ 

0～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 0～ 

14 歳 

15～ 

64 歳 

65 歳

以上 

昭和 55 

60 

平成 2 

  ７ 

12 

17 

22 

216,269 

188,923 

145,676 

121,613 

114,473 

117,321 

  120,737 

543,393 

568,554 

589,088 

585,335 

568,310 

553,460 

542,030 

49,483 

60,354 

71,858 

89,979 

116,585 

154,857 

187,294 

26.7 

23.1 

18.0 

15.3 

14.3 

14.1 

14.3 

67.1 

69.5 

73.0 

73.4 

71.1 

66.6 

64.3 

6.1 

7.4 

8.9 

11.3 

14.6 

18.6 

22.2 

22.9 

31.9 

49.3 

74.0 

101.8 

131.9 

155.1 

48.9 

43.8 

36.9 

36.1 

40.7 

49.2 

56.8 

※1 年尐人口 100 に対する老年人口の比率 

※2 年尐人口と老年人口の和の生産年齢人口 100 に対する比率 

注：各年 10 月 1 日現在（堺市企画部調査統計担当調：国勢調査による） 

ただし、平成 22 年は 9月末現在の住民基本台帳及び外国人登録による人口 

 

 

http://www.city.sakai.lg.jp/city/info/_chosa/jyugaito23.html


5 

 

（２）道 路 

平成 22 年 4 月 1 日現在の堺市の道路（道路法の適用のある道路）は、実延長

2048.9km であり、改良率は、85.05％、舗装率は 99.13％となっている。（表 3 参

照） 

表３ 堺市における道路の整備状況 

 国  道（㎞） 府  道 （㎞） 市道 

（㎞） 

合計 

（㎞） 

 

指定区間 指定区間外 主要地方道 一般府道 

実 延 長 9.9  14.6 136.1 56.0 1832.3  2048.9 

改良済延長  9.9  14.6  134.8   55.7  1527.5  1742.5 

舗装済延長  9.9  14.6  136.1  56.0  1814.5  2031.1 

注：平成 22 年 4 月 1 日現在（堺市建設局土木部路政課調） 

    

 

（３）自動車等保有台数 

    平成 22 年における堺市の自動車等保有台数は、平成 17 年と比較すると約 1 万 3

千台の減尐となっているが、昭和 55 年の 22 万 6 千台を 100 とした指数では、約 2

倍の 198 となっている。 

表４ 自動車等保有台数の推移 

項目 

年次 

堺 市 大阪府 

台数 指数 台数 指数 

昭和 55 年 

60 年 

平成 2年 

7 年 

12 年 

13 年 

14 年 

15 年 

16 年 

17 年 

22 年 

226,175 

332,183 

379,919 

415,899 

425,197 

425,446 

426,065 

425,226 

425,687 

460,217 

447,101 

100 

147 

168 

184 

188 

188 

188 

188 

188 

203 

198 

2,808,359 

3,834,665 

4,335,495 

4,582,290 

4,651,913 

4,654,013 

4,656,398 

4,646,839 

4,659,063 

4,687,367 

4,541,509 

100 

137 

154 

163 

166 

166 

166 

165 

166 

167 

162 

注：１ 堺市 各年 3月末現在､大阪府 各年 12 月末現在 

２ 近畿運輸局、堺市税務部税政課 

３ 軽二輪以上の自動車と原動機付自転車の合計 

※堺市の軽自動車、小型二輪車、小型特殊自動車、原動機付自転車の台数は 4 月 1

日現在の台数 

※大阪府の原動機付自転車の台数は、大阪府警察本部が各市町村への聞き取り調査

で、「12 月末時点での最新提供データ」をとりまとめたもの  
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（４）運転免許保有者数 

   平成 22 年 12 月末現在の堺市の運転免許保有者数は、約 50 万人(男性 29 万人、女

性 21 万人)にも及んでいる。昭和 55 年と比較すると、免許保有者数は約 2.4 倍と増

加しており、特に女性の免許保有者は 2倍以上と著しい増加を示している。 

   一方、堺市の原動機付自転車の運転免許保有者数については、平成 2 年以降、減

尐傾向が見受けられる。 

  

 

表５ 運転免許保有者数の推移  

  区分 

年次 

保有者数 

(人) 

指数 

昭和５５年 210,860 100 

６０年 322,619 153 

平成２年 374,399 178 

７年 419,193 199 

１２年 443,853 210 

１７年 487,752 231 

２２年 500,889 238 

 注：各年 12 月末現在（大阪府警察本部調） 

    

 

表６ 原付免許保有者数の推移 

  区分 

年次 

保有者数 

(人) 

指 数 

 

平成 2年 39,553 100 

7 年 33,081 84 

12 年 28,626 72 

17 年  24,665 62 

22 年 21,524 54 

 注：各年 12 月末現在（大阪府警察本部調） 
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２ 道路交通事故の現状 

 （１）道路交通事故の現状 

     堺市交通安全対策会議が置かれた平成４年の本市の交通事故発生件数は、4,454 件、

死者数は 56 人、負傷者数は 5,607 人を記録した。 

   前計画の第 8 次交通安全計画（平成 18 年度～22 年度）では、交通事故死者数を

22 人以下とする目標を掲げ、種々の対策を講じた結果、本計画の策定年次にあたる

平成 18 年の交通事故死者数が 19 人となりこの目標が達成できた。とりわけ、平成

20 年には統計史上最尐の 15 人となった。しかし、平成 19 年には 25 人、21 年には

23 人となるなど、減尐傾向を維持するには至らなかった。 

   死傷者数については、平成 20 年に 6,714 人となり、6,800 人以下という目標を達

成するなど、平成 18 年以降、5 年連続で減尐しているものの、その一方で、発生件

数や死傷者数は、依然として高い状態で推移しており、交通社会を取り巻く環境は、

依然厳しい状況となっている。 

 

 

 

 

（堺市の交通事故発生概況 昭和 46 年～平成 2 年 ） 

計    画 年  次 発生件数 死者数 負傷者数 

 

 

第１次交通安全計画 

(大阪府) 

昭和４６年  ３，７３５  ７３  ５，１８１ 

  ４７年  ３，３６６  ６９  ４，６９５ 

  ４８年  ２，９６３  ５６  ４，１７６ 

  ４９年  ２，７０８  ５７  ３，６７９ 

  ５０年  ２，５２７  ４３  ３，３２１ 

 

 

第２次交通安全計画 

(大阪府) 

５１年 ２，５７４  ４０ ３，２９２ 

  ５２年 ２，５９４  ３７  ３，４１４ 

  ５３年  ２，４９０  ４５  ３，１９３ 

  ５４年  ２，３１２  ３６  ２，９１６ 

  ５５年  ２，４８１  ３３  ３，１３７ 

 

 

第３次交通安全計画 

(大阪府) 

  ５６年  ２，７４５  ３４  ３，３７８ 

  ５７年  ３，０７７  ４４  ３，７９２ 

  ５８年  ３，２９７  ５０  ４，００３ 

  ５９年  ３，３９５  ３２  ４，２７０ 

  ６０年  ３，６５７  ３５  ４，５６１ 

 

 

第４次交通安全計画 

(大阪府) 

  ６１年  ３，８４６  ３３  ４，８２９ 

  ６２年  ４，２１９  ５８  ５，２２６ 

  ６３年  ４，４９５  ５１  ５，６３４ 

平成 元年  ４，６８４  ５９  ５，８７９ 

   ２年  ３，９７９  ７２  ５，１３８ 
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（堺市の交通事故発生状況 平成 3 年～平成 22 年） 

計    画 年  次 発生件数 死者数 負傷者数 

 

 

第５次交通安全計画 

（堺市は 5年に策定） 

   ３年  ４，３１４  ５７  ５，５３８ 

   ４年  ４，４５４  ５６  ５，６０７ 

   ５年  ４，５５０  ４６  ５，６５５ 

   ６年  ４，５８３  ４１  ５，６１４ 

   ７年  ４，９３８  ３５  ５，９１９ 

 

 

第６次交通安全計画 

   ８年  ４，９３２  ４９  ５，７７７ 

   ９年  ４，８５１  ３９  ５，７０５ 

  １０年  ５，２０５  ３０  ６，０８７ 

  １１年  ５，４４９  ２７  ６，４０４ 

  １２年  ５，６０７  ３５  ６，６０６ 

 

 

第７次交通安全計画 

  １３年  ５，６５７  ３３  ６，８９２ 

  １４年  ５，５３８  ３０  ６，７９９ 

  １５年  ５，７４１  ２９  ７，０８６ 

  １６年 ５，８３８  ２９  ７，１５１ 

  １７年 ６，４０１ ２３ ７，９３０ 

 

第８次交通安全計画 

１８年 

 

６，２０２ １９ ７，６４２ 

１９年 ５，７４４ ２５ ６，９３７ 

２０年 ５，５４７ １５ ６，６９９ 

２１年 ５，３３４ ２３ ６，４８４ 

２２年 ５，２７１ １７ ６，４３２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

（２）最近の交通事故の状況及びその特徴 

近年の交通死亡事故の発生状況をみると、その特徴は次のとおりである。 

・年齢別に見て、65 歳以上高齢者の歩行中及び自転車乗用中の死傷者数が増加傾向

にある。 

・状態別に見て、自転車の関連する事故の占める割合は、全国の約 2 割に対し、本市

では約 3 割を占めている。 

 

近年の交通死亡事故が減尐している理由としては、道路交通環境の整備、交通

安全思想の普及徹底，安全運転の確保、車両の安全性の確保、道路交通秩序の維

持、救助・救急活動の充実等の諸対策が効果を発揮したことは言うまでもないが、

定量的に示すことができる主な要因としては、次のものがあげられる。 

ア 飲酒運転等悪質・危険性の高い事故の減尐 

イ シートベルト着用者率の向上に伴う致死率（自動車乗車中）の低下 

ウ 危険認知速度（車両の事故直前速度）の低下 

エ 違反のある歩行中死傷者構成率の減尐 

オ 車両の安全性の向上 

 

３ 今後の道路交通安全対策を考える視点  

  近年、道路交通事故による死者数が減尐傾向で推移していることにかんがみると、これ

までの交通安全計画に基づき実施されてきた施策には一定の効果があったものと考えられ

る。このため、従来の交通安全対策を基本としつつ、経済社会情勢、交通情勢の変化等に

対応し、また、実際に発生した交通事故に関する情報の収集、分析を充実し、より効果的

な種々の施策を推進する。 

対策の実施に当たっては、可能な限り、対策ごとの目標を設定するとともに、その実

施後において効果評価を行い、必要に応じて改善していくことも必要である。 

このような観点から、 

１ 交通安全思想の普及徹底 

２ 安全運転の確保 

３ 道路交通環境の整備 

４ 車両の安全性の確保 

５ 道路交通秩序の維持 

６ 救助・救急活動の充実 

７ 損害賠償の適正化をはじめとした被害者支援の推進 

８ 調査研究の充実 

といった８つの交通安全対策を実施する。 

また、今後これらの対策を実施していくに当たっては、最近及び今後の経済社会

情勢や交通情勢等を踏まえながら、特に次のような視点を重視して対策の推進を図

っていくべきである。 
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（１）高齢者及び子どもの安全確保 

   高齢者については、市内の 65 歳以上の老年人口が、年尐人口を超えるなど、急速に

高齢化が進展しており、そのような中で、交通事故死者数に占める高齢者の死者数は、

全体の約 4割（平成 18 年から平成 22 年の平均値）を占めていることから、高齢者が安

全にかつ安心して生活することができる交通環境の形成が必要である。 

そこで、高齢者の総合的な交通安全対策を推進するにあたっては、高齢者が道路を

歩行したり、自転車に乗車している場合、自動車を運転している場合など、これまで

の高齢者の交通事故の実態を勘案しながら、それぞれの特性を理解した対策を講ずる

べきである。特に、今後、高齢運転者が大幅に増加することが予想されることから、

高齢者が事故を起こさないようにするための対策をより一層推進する必要がある。 

さらに、高齢者の交通安全を図っていくためには、加齢による身体機能の変化にかかわ

りなく、多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境を設計するとの考え方に基づき、

バリアフリー化された道路交通環境の形成を図るとともに、高齢者の事故が居住地の近く

で多発していることから、日常的に利用する機会の多い医療機関や福祉施設等との連携や、

地域における生活に密着した交通安全活動を充実させることが必要である。 

   また、安心して子どもを育てることのできる社会の実現には、子どもを交通事故から

守る必要性が一層求められている。そこで、子どもの安全を確保する観点から、通学路

等における歩道等の歩行空間の整備をはじめ、幼児から高齢者まで段階的な交通安全教

育活動等の推進を図る。 

 

（２）歩行者及び自転車の安全確保 

   安全で安心な社会の実現を図るため、自動車と比較して弱い立場にある歩行者の安全

を確保することが必要不可欠であり、特に、高齢者や子どもにとって身近な道路の安全

性を高めることが一層求められている。 

このような情勢等を踏まえ、人優先の考え方のもと、通学路、生活道路、市街地の

幹線道路等においての歩行空間の確保を一層進めるなど、歩行者の安全確保を図る対

策を推進する。 

   また、自転車については、自動車と衝突した場合には被害を受ける反面、歩行者と衝

突した場合には加害者となるため、それぞれの対策を講じる必要がある。 

自転車が関係した交通事故件数については、近年、ほぼ横ばい状態で推移しているも

のの、その一方で交通事故発生件数全体に対する割合が約 30％を占め、増加傾向にあ

る。これら自転車による交通事故の主な原因としては、自転車利用者の安全不確認や信

号無視等の交通違反が挙げられ、その背景には自転車の交通ルールに関する理解が不十

分なことも考えられる。 

その他、歩道上における危険な走行や、後を絶たない路上への放置自転車等、自転車

を取り巻く交通環境は依然として大きな社会問題である。 

このような現状を踏まえ、自転車の安全対策の促進を図るためには、交通行政に携わ

る機関・団体が連携し、自転車利用者の交通ルールの遵守や交通マナーを向上させる交

通安全教育・広報啓発の充実をはじめ、交通指導取締りの強化、歩行者及び自転車利用
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者の安全な通行の確保などの総合的な自転車対策を推進する。 

 

（３）生活道路及び幹線道路における安全確保 

全死傷者のうち、車道幅員 5.5 メートル未満の道路における死傷者については、

高い割合で推移しており、全国と比べても高い割合となっている。特に、歩行者、

自転車の死傷者数は高い割合となっている。このような状況を踏まえると、今後は

生活道路において自動車の速度抑制を図るための道路交通環境の整備、交通指導取

締りの強化、安全な走行の普及等の対策を講じるとともに、幹線道路を走行すべき

自動車が生活道路へ流入することを防止するための幹線道路における交通安全対策

及び交通流の円滑化を推進するなど、生活道路における交通の安全を確保するため

の総合的な対策を一層推進する必要がある。このためには、地域住民の主体的な参

加と取組が不可欠であり、対策の検討や関係者間での合意形成において中心的な役

割を果たす人材育成も重要な課題となる。 

また、依然として交通事故死者数の 3分の 2を占める幹線道路における対策につ

いては、幹線道路や、生活道路等、適切に機能が分担されるよう道路整備を推進す

るとともに、交通結節点等へのアクセスを強化し、また、「事故ゼロプラン（事故

危険区間重点解消作戦）」に新たに取り組むなど交通安全対策の効果の更なる向上

を図るための取組を促進する。 

 

４ 第９次堺市交通安全計画における目標 

人命尊重の理念に基づき、また交通事故がもたらす大きな社会的・経済的損失をも勘

案して、究極的には交通事故のない社会を目指すべきである。 

もとより、交通事故のない社会は一朝一夕に実現できるものではなく、また、平成 22

年には、国において「平成 30 年を目途に、交通事故死者数を半減させ、これを 2,500 人

以下とし、世界一安全な道路交通の実現を目指す」という中期目標が設定されている。 

この目標の実現に向け、国の交通安全基本計画では、平成 27 年までに年間の 24 時間

死者数を 3,000 人以下（30 日以内の死者数おおむね 3,500 人以下）とし、また、事故そ

のものの減尐や死傷者数の減尐にも一層積極的に取り組み、年間の死傷者数を 70 万人以

下とする目標が設定され、大阪府の第 9 次交通安全計画では、平成 27 年度までに年間の

24 時間死者数を 122 人以下（30 日以内おおむね 143 人以下）とし、死傷者数を 47,900

人以下とする目標が設定されたところである。 

そこで、第 9 次堺市交通安全計画においては、国・府の計画に示された目標設定の考

え方との整合性を図りながら、市民の理解と協力のもと、市、府及び国の関係行政機関

と連携して、特に今後も増加が予想される高齢者の事故対策をはじめとした交通安全の

諸施策を総合的かつ強力に推進し、計画期間内に達成すべき目標として、本計画の最終

年度である平成 27 年度までに、交通事故による年間の 24 時間死者数を 12 人以下（30 日

以内死者数おおむね 14 人以下）とし、死傷者数については、5,000 人以下とすることを

目標とする。 
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第２節 講じようとする施策 

１ 交通安全思想の普及徹底 

交通安全教育は、自他の生命尊重という理念のもとに交通社会の一員としての責任

を自覚し、交通安全意識と交通マナーの向上を図ることはもとより、相手の立場を尊

重し、他の人々や地域の安全にも貢献できる良き社会人を育成する上で重要な意義を

有している。交通安全意識を向上させ交通マナーを身に付けるためには、人間の成長

過程に合わせ生涯にわたる学習を促進して、市民一人ひとりが交通安全の確保を自ら

の課題として捉えるよう意識の改革を促すことが重要である。 

そこで、幼児から高齢者に至るまで、心身の発達段階やライフステージに応じた段

階的かつ体系的な交通安全教育を行う必要がある。具体的には、高齢者の交通事故防

止については、高齢化社会が進展する中で高齢者自身の交通安全意識の向上を図るこ

とはもとより、他の世代に対しても、高齢者の特性を知り、その上で高齢者を保護し、

高齢者に配慮する意識を高めるための啓発指導を強化する。また、自転車を使用する

ことが多い児童、中学生及び高校生に対しては、将来の運転者教育の基礎となるよう

自転車の安全利用に関する指導を強化するなど、交通安全教育指針（平成10年国家公

安委員会告示第15号）等を活用した交通安全教育の推進に努める。 

交通安全教育・普及啓発活動を行うに当たっては、参加・体験・実践型の教育方法

を積極的に取り入れるなど、府、市、警察、学校、関係民間団体、事業所、地域社会

及び家庭がそれぞれの特性を生かし、互いに連携をとりながら、地域の実情に即した

自主的な活動の促進に努める。 

また、交通安全教育・普及啓発活動の効果について評価手法等を充実させ、検証・

評価を行うことにより効果的な実施に努めるとともに、交通安全教育・普及啓発活動

の意義、重要性等について関係者の意識が深まるよう努める。 

 

（１）段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

ア 幼児に対する交通安全教育の推進 

     幼児に対する交通安全教育は、心身の発達段階に応じて、基本的な交通ルールを

遵守し、正しい交通マナーを実践する態度を習得させるとともに、日常生活におい

て安全に道路を通行するために必要な基本的な技能及び知識を習得させることを目

的とする。 

幼稚園・保育所においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力を図りな

がら、日常の教育・保育活動のあらゆる場面をとらえて紙芝居や視聴覚教材等を

活用した交通安全教育を計画的かつ継続的に行うとともに、教職員の指導力の向

上及び教材・教具の整備を推進する。 

また、家庭では、交通安全についての積極的な話し合い等が行われるよう広報

啓発活動等を推進するとともに、地域の特性に応じた保護者ぐるみの交通安全教

育を組織的かつ継続的に実施する。 

関係機関・団体は、幼児の心身の発達に応じた幅広い教材・教具・情報の提供

等を行うことにより、幼稚園・保育所等において行われる交通安全教室の実施等
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の支援を行うとともに、幼児の保護者が常に幼児の手本となって安全に道路を通

行するなど、家庭において適切な指導ができるよう保護者に働きかけ、交通安全

思想の普及に努める。 

また、幼児が安全に通園できるように、交通指導員等の協力体制を推進する。 

 

イ 児童に対する交通安全教育の推進 

児童に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じて、歩行者

及び自転車の利用者として必要な技能と知識を習得させるとともに、道路及び交

通の状況に応じて、安全に道路を通行するために、道路交通における危険を予測

し、これを回避して安全に通行する意識及び能力を高めることを目的とする。 

小学校においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力を図りながら、体

育、道徳、総合的な学習の時間、特別活動など学校の教育活動全体を通じて、歩

行者としての心得、自転車の安全な利用、乗り物の安全な利用、危険の予測と回

避、交通ルールの意味及び必要性等について重点的に交通安全教育を実施する。 

小学校における交通安全教育を計画的に実施し効果的なものとするため、自転

車の安全な利用等も含め安全な通学のための教育教材等を活用するなど、交通安

全教室の推進、教職員等を対象とした心肺そ生法の実技講習会等を実施する。 

特別支援学校においては、児童の障害の状態、発達段階、特性及び地域の実態

等に応じて、自ら危険な場所や状況を予測・把握したり、必要な場合には援助を

求めたりすることができるよう体育、生活、自立活動や総合的な学習の時間並び

に特別活動の学級活動及び学校行事を中心に、歩行者としての安全、車椅子の安

全な利用、自転車・乗り物の安全な利用、二輪車・自動車の特性、交通事故の防

止などについて、個々の児童等の障害の状況に即して適切に指導する。特に登下

校時における交通安全に必要なきまり等については、家庭等の協力を得ながら日

常的に指導する。 

関係機関・団体は、小学校及び特別支援学校において行われる交通安全教育の

支援を行う。特に低学年に対しては、安全な歩行、また、高学年に対しては、自

転車の正しい乗り方等を指導するなど、心身の発達段階に応じた交通安全教室を

実施するとともに、小学校の放課後ルーム等において堺自転車総合学習プログラ

ムに基づき、自転車の安全な乗り方やルールについて指導を行う。 

また、児童の保護者が日常生活の中で模範的な行動をとり、歩行中、自転車乗

用中等実際の交通の場面で、児童に対し基本的な交通ルールや交通マナーを教え

られるよう保護者に働きかけ、交通安全思想の普及に努める。 

さらに、児童が安全に登下校できるように、交通指導員等の協力体制を推進す

る。 

 

ウ 中学生に対する交通安全教育の推進 

中学生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全に必要な事柄、特

に自転車で安全に道路を通行するために必要な技能と知識を十分に習得させると
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ともに、道路を通行する場合は、思いやりをもって自己の安全ばかりでなく他の

人々の安全にも配慮できるようにすることを目的とする。 

中学校においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力を図りながら、保

健体育、道徳、総合的な学習の時間、特別活動など学校の教育活動全体を通じて、

歩行者としての心得、自転車の安全な利用、自動車等の特性、危険の予測と回避、

標識等の意味、応急手当等について重点的に交通安全教育を実施する。 

中学校における交通安全教育を計画的に実施し効果的なものとするため、自転

車の安全な利用等も含めた安全な通学のための教育教材等を活用するとともに、

交通安全教室の推進、教職員等を対象とした心肺そ生法の実技講習会等を実施す

る。 

特別支援学校においては、生徒の障害の状態、発達段階、特性及び地域の実態

等に応じて、自ら危険な場所や状況を予測・把握したり、必要な場合には援助を

求めることができるよう保健体育、自立活動、総合的な学習の時間並びに特別活

動の学級活動及び学校行事を中心に、歩行者としての安全、車椅子の安全な利用、

自転車・乗り物の安全な利用、二輪車・自動車の特性、交通事故の防止などにつ

いて、個々の生徒等の障害の状況に即して適切に指導する。特に登下校時におけ

る交通安全に必要なきまり等については、家庭等の協力を得ながら日常的に指導

する。 

関係機関・団体は、中学校及び特別支援学校において行われる交通安全教育が

円滑に実施できるよう情報提供等の支援を行う。また、自転車の走行については、

自動車と衝突した場合には被害を受ける反面、歩行者と衝突した場合は加害者と

なることも含めた、自転車に関する交通安全教育の推進を図る。 

さらに、中学生に対する交通安全講習等を実施する際には、保護者の参加を促

進する。 

 

エ 高校生に対する交通安全教育の推進 

高校生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全に必要な事柄、特

に二輪車の運転者及び自転車の利用者として安全に道路を通行するために必要な

技能と知識を習得させるとともに、交通社会の一員として交通ルールを遵守し、

自他の生命を尊重するなど責任を持って行動することができるような健全な社会

人を育成することを目的とする。 

高等学校においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力を図りながら、

保健体育、総合的な学習の時間、特別活動など学校の教育活動全体を通じて自転

車の安全な利用、二輪車・自動車の特性、危険の予測と回避、運転者の責任、応

急手当等について更に理解を深めるとともに、生徒の多くが近い将来普通免許等

を取得することが予想されることから、免許取得前の教育としての性格を重視し

た交通安全教育を推進する。 

高等学校における交通安全教育を計画的に実施し効果的なものとするため、自

転車の安全な利用等も含めた安全な通学のための教育教材等を活用するとともに、
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交通安全教室の推進、教職員等を対象とした心肺そ生法の実技講習会等を実施す

る。 

特別支援学校においては、生徒の障害の状態、発達段階、特性及び地域の実態

等に応じて自ら危険な場所や状況を予測・把握したり、必要な場合には援助を求

めることができるよう保健体育、自立活動、総合的な学習の時間並びに特別活動

の学級活動及び学校行事を中心に歩行者としての安全、車椅子の安全な利用、自

転車・乗り物の安全な利用等、二輪車・自動車の特性、交通事故の防止などにつ

いて、個々の生徒等の障害の状況に即して適切に指導する。特に登下校時におけ

る交通安全に必要なきまり等については、家庭等の協力を得ながら日常的に指導

する。 

関係機関・団体は、高等学校及び特別支援学校において行われる交通安全教育

が円滑に実施できるよう情報提供等の支援を行う。また、自転車の走行について

は、自動車と衝突した場合には被害を受ける反面、歩行者と衝突した場合は加害

者となることも含めた、自転車に関する交通安全教育の推進を図る。 

さらに、高校生に対する交通安全講習等を実施する際には、保護者の参加を促

進する。 

 

オ 成人に対する交通安全教育の推進 

成人に対する交通安全教育は、自動車等の安全運転の確保の観点から、免許取

得時及び免許取得後の運転者の教育を中心として行うほか、社会人、大学生等に

対する交通安全教育の充実に努める。 

運転免許取得時の教育は、自動車教習所における教習が中心となることから、

教習水準の一層の向上に努める。 

免許取得後の運転者教育は、運転者としての社会的責任の自覚、安全運転に必

要な技能及び技術、特に危険予測・回避能力の向上、交通事故被害者の心情等交

通事故の悲惨さに対する理解、交通安全意識・交通マナーの向上を目的とし、公

安委員会が行う各種講習、自動車教習所、民間の交通安全教育施設等が受講者の

特性に応じて行う運転者教育及び事業所の安全運転管理の一環として安全運転管

理者、運行管理者等が行う交通安全教育を中心として行う。 

自動車の使用者は、安全運転管理者、運行管理者等を法定講習、指導者向けの

研修会等へ積極的に参加させ、事業所における自主的な安全運転管理の活発化に

努める。また、自動車安全運転センター安全運転中央研修所等の研修施設におい

て、高度な運転技術、指導方法等を身に付けた運転者教育指導者の育成を図ると

ともに、これらの交通安全教育を行う施設の整備を推進する。 

関係機関・団体は、春・秋の全国交通安全運動の一環として、安全運転者講習

会の実施等により、交通安全意識の向上を図る。 
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カ 高齢者に対する交通安全教育の推進 

高齢者に対する交通安全教育は、加齢に伴う身体機能の低下が歩行者又は運転

者としての交通行動に及ぼす影響を理解させるとともに、道路及び交通の状況に

応じて安全に道路を通行するために必要な実践的技能及び交通ルール等の知識を

習得させることを目的とする。 

高齢者に対する交通安全教育を推進するため、高齢者に対する交通安全指導担

当者の養成、教材・教具等の開発など指導体制の充実や参加・体験・実践型の交

通安全教育の積極的な推進に努める。また、関係団体、交通指導員、医療機関・

福祉施設関係者等と連携して、高齢者の交通安全教室等を開催するとともに、高

齢者に対する社会教育活動・福祉活動、各種の催し等の多様な機会を活用した交

通安全教育を実施する。 

特に交通安全教育を受ける機会の尐ない高齢者を中心に、家庭訪問による個別

指導や高齢者と日常的に接する機会を利用した助言等を地域ぐるみで行うなど高

齢者の自発性を促すことに留意しつつ、高齢者の道路横断中や自転車乗用中の事

故が多いことなど、高齢者の事故実態に応じた具体的な指導に努める。 

高齢運転者に対しては、高齢者講習及び更新時講習における高齢者学級の内容

の充実に努めるほか、関係機関・団体、自動車教習所等と連携して、個別に安全

運転の指導を行う講習会等を開催し、高齢運転者の受講機会の拡大を図るととも

に、その自発的な受講の促進に努める。 

また、高齢者同士の相互啓発等により交通安全意識の高揚を図るため、老人ク

ラブ等における高齢者交通安全指導者の養成等を促進するとともに、地域や関係

機関が合同で実施する交通安全総点検への参加や、地域が主体とする高齢者講習

会の開催等自主的な交通安全活動を展開し、地域・家庭における交通安全活動の

主導的役割を果たすよう指導・援助を行う。  

さらに、家庭において適切な助言等が行われるよう、世代間交流による交通安

全普及啓発活動等の促進に努める。  

 

キ 障害者に対する交通安全教育の推進 

障害者に対しては、交通安全のために必要な技能及び知識の習得のため、地域

における福祉活動の場を利用するなどして、障害の程度に応じきめ細かい交通安

全教育を推進する。また、手話通訳員の配置、点字による各季交通安全運動要綱

や字幕入りビデオの活用等に努めるとともに、身近な場所における教育機会の提

供、効果的な教材の開発等に努める。 

 

ク 外国人に対する交通安全教育の推進 

交通安全に関する情報を含め、市内在住の外国人が安全な生活をおくることが

できるように、外国人のための生活ガイド「大阪生活必携・堺版」に交通ル－ル

や自動車免許・運転ル－ル等に関する情報を盛り込み、多言語で提供する。 
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（２）交通安全に関する普及啓発活動の推進 

ア 交通安全運動の推進 

交通安全運動は、市民一人ひとりに交通安全思想の普及徹底を図り、交通ルー

ルの遵守と交通マナーの実践を習慣付けるための運動として、次の方針により組

織的・継続的に展開する。 

（ア）昭和 52 年から推進してきた「交通マナーを高めよう！」府民運動の成果を踏

まえ、これを更に継続発展させることを基調とした市民全体の交通マナーの高

揚を図るための年間を通じた運動を展開する。 

（イ）大阪府交通対策協議会が主唱する各季交通安全運動、自転車マナーアップ強

化月間やノーマイカーデーの実施等、市民各層の参加のもとに、「交通事故を

なくす運動」堺市推進協議会を中心として、幅広い運動を展開する。運動の実

施に当たっては、創意工夫を凝らし地域住民の自主的な参加のもとに活発な諸

活動が効果的かつ継続的に行われるよう努め、交通安全運動の充実・発展を図

る。 

（ウ）運動の趣旨を市民一人ひとりに浸透させるため、国の関係機関、府及び市の

緊密な連携のもとに地域の活動及び推進体制の強化を図る。 

（エ）運動の効果の検証・評価等を行い、一層効果的な運動が実施できるよう努め

る。 

 

イ 自転車の安全利用の推進 

自転車が道路を通行する場合は、車両としての交通ルールを遵守し、交通マナ

ーの向上を図ることが自転車の安全利用を推進するうえで重要である。 

そこで、自転車乗用中の交通事故や自転車による迷惑行為を防止するため、

「自転車安全利用五則」（平成 19 年 7 月 10 日 中央交通安全対策会議 交通対 

策本部決定）を活用するなどにより、自転車利用時におけるルールについての 

周知・徹底を図るとともに、自転車マナーアップ強化月間を設け啓発活動を展開

する。 

また、市民活動団体である、「堺自転車のまちづくり・市民の会」と協働し、

毎月 20 日を「堺自転車デー」と位置づけ、自転車のルールやマナーについて、簡

単なクイズ形式で市役所市民広場や大型商業施設等において啓発を行い、自転車

の安全利用を推進する。                     

さらに、区民まつり等、市民が参集しやすい場所において、疑似体験機材等を

活用するなど、参加・体験・実践型の交通安全教育の実施に努める。 

このほか、自転車に関するルールやマナーを多くの方々に啓発することができる

人材の育成に取り組む。 

薄暮の時間帯から夜間にかけて自転車の重大事故が多発する傾向にあることを

踏まえ、自転車の前照灯の早期点灯を徹底するとともに、自転車の側面等への反

射材用品の取付けを促進する。 

自転車に同乗する幼児の安全を確保するため、保護者に対して幼児の同乗が運
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転操作に与える影響等を体感できる参加・体験・実践型の交通安全教育を実施す

るほか、幼児を同乗させる場合において安全性に優れた幼児二人同乗用自転車の

普及を促進する。 

幼児･児童の自転車用ヘルメットについて、あらゆる機会を通じて保護者等に対

し、頭部保護の重要性とヘルメット着用による被害軽減効果についての理解促進

に努め、着用の徹底を図る。 

 

ウ すべての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底 

シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について理解を求め、すべての座

席におけるシートベルトの正しい着用の徹底（平成 22 年 10 月調査における府下

の一般道のシートベルト着用率は、運転席 96.0％、助手席 91.9％、後部座席

45.6％［大阪府警察と社団法人日本自動車連盟大阪支部の合同調査による］）を

図るため、地方公共団体、関係機関・団体等との協力のもと、あらゆる機会・媒

体を通じて積極的に着用徹底の普及啓発活動等を展開する。 

   

エ チャイルドシートの正しい使用の徹底 

チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法については、着用推進シンボ

ルマーク等を活用しつつ幼稚園・保育所、病院等と連携した保護者に対する効果

的な広報啓発・指導に努め正しい使用の徹底を図り、特に比較的年齢の高い幼児

の保護者に対しては、その取組を強化する（平成 22 年 4 月調査におけるチャイル

ドシート使用率は 6 歳未満 51.0％［大阪府警察と社団法人日本自動車連盟大阪支

部の合同調査による］）。 

 

オ 反射材用品の普及促進 

反射材用品は、夜間における歩行者及び自転車利用者の交通事故防止に効果が

期待できることから、反射材用品の視認効果、使用方法等について理解を深める

ため、参加・体験・実践型の交通安全教育等を実施するとともに、街頭において

自転車に直接取り付けを行うなど、効果的な普及啓発活動を展開する。  

また、各種広報媒体を活用した広報啓発を行うなど、その普及に向けた取組を

積極的に推進する。 

    

カ 飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立 

飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知するための交通安全

教育や広報啓発を引き続き推進するとともに、交通指導員や安全運転管理者、酒

類販売業者、酒類提供飲食店、代行運転業者、駐車場関係者等と連携してハンド

ルキーパー運動の普及啓発に努めるなど、地域、職域等における飲酒運転根絶の

取組を更に進め、「飲酒運転をしない、させない」という市民の規範意識の確立

を図る。 
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キ 効果的な広報の推進 

交通安全に対する市民一人ひとりの関心と意識を高め、交通ルールの遵守と交

通マナーの実践を習慣付けるため、国の関係機関、府、市及び民間交通安全団体

等が緊密な連携のもとに、家庭、学校、地域等に対し、交通事故の実態を踏まえ

それぞれの場に応じた広報を、次の方針により計画的かつ積極的に行う。 

（ア）家庭、学校、職場、地域等が一体となり、高齢者の交通事故防止、シートベ

ルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい使用の徹底、飲酒運転

の根絶、駐車秩序の確立等を図るため、広範なキャンペーンを積極的に行う。  

（イ）社会の基本的単位である家庭は、交通安全に果たす役割が極めて大きいこと

から、家庭向け広報媒体の積極的な活用、町内会等のルートの利用などにより

家庭に浸透するきめ細かい広報の充実に努め、子ども、高齢者等を交通事故か

ら守るとともに、飲酒運転を根絶し、暴走運転、無謀運転等を追放する。  

（ウ）民間団体の交通安全に関する取組に対しては、国の関係機関、府及び市は、

交通の安全に関する資料、情報等の提供を積極的に行うとともに、報道機関と

も連携して交通安全意識の高揚を図る。  

 

ク その他の普及啓発活動の推進 

（ア）高齢者の交通事故防止に関する市民の意識を高めるため、加齢に伴う身体機

能の低下が交通行動に及ぼす影響等について科学的な見地に基づいた広報啓発

を積極的に行う。 

      また、他の年齢層に高齢者の特性を理解させるとともに、高齢運転者標識（高

齢者マーク）を取り付けた自動車への保護意識を高めるように努める。 

（イ）薄暮の時間帯から夜間にかけて重大事故が多発する傾向にあることから、夜

間の重大事故の主原因となっている最高速度違反、飲酒運転等による事故実

態・危険性等を広く周知し、これら違反の防止を図る。 

また、季節や気象の変化、地域の実態等に応じ、交通情報板等を活用するな

どにより自動車及び自転車の前照灯の早期点灯を促す。 

（ウ）交通事故の発生状況を認識し、交通事故防止に関する意識の啓発等を図るこ

とができるよう、事故データ及び事故多発地点に関する情報の提供に努める。 

（エ）自動車の安全装置の使用方法等について正しい知識の普及促進に努めるとと

もに、自動車の点検整備等に対する重要性について様々な活動を通じて普及を

図り、自動車使用者自身に対する保守管理意識の高揚を図る。 

 

（３）交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の推進等 

民間における交通安全活動の役割の重要性にかんがみ、交通安全を目的とする民

間交通安全団体については、これらの団体が行う交通安全指導者の養成等の事業及

び諸行事に対する援助、必要な資料の提供等を行い、その主体的な活動及び団体相

互間の連絡協力体制の整備を促進する。 

地域団体、運輸関連団体等の民間団体については、交通安全教育、広報活動等そ
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れぞれの立場に応じた交通安全のための諸活動が効果的かつ積極的に行われるよう、

各季交通安全運動等の機会を利用して働きかけを行う。  

       

（４）市民の参加・協働の推進 

交通の安全は市民の安全意識により支えられることから、交通安全に関する市民

一人ひとりの意識改革を進めることが重要である。 

このため行政、民間団体、事業所等と市民が連携を密にして市民の参加・協働を

積極的に進め、安全で良好なコミュニティ形成を図り、地域に根ざした交通安全対

策を推進する。 

 

２ 安全運転の確保 

安全運転を確保するためには、運転者の能力や資質の向上を図ることが必要である

ことから、運転者のみならず、これから運転免許を取得しようとする者までを含めた

運転者教育等の充実に努める。 

運転免許制度については、最近の交通情勢を踏まえて必要な改善を図る。 

また、企業・事業所等が交通安全に果たすべき役割と責任を重視し、企業・事業所

等の自主的な安全運転管理対策の推進及び自動車運送事業者等の行う運行管理の充実

を図るとともに、交通労働災害の防止等を図るための取組を進める。 

さらに、道路交通情報についても、道路交通の安全に影響を及ぼす自然現象に関す

る適時・適切な情報提供を実施するため、情報通信技術（ＩＴ）等を活用しつつ、道

路交通に関する総合的な情報提供の充実を図る。 

 

（１）運転者教育等の充実 

安全運転に必要な知識及び技能を身に付けた上で安全運転を実践できる運転者を

育成するため、免許取得前から安全意識を醸成する交通安全教育の充実を図るとと

もに、免許取得時及び免許取得後においては、特に危険予知・危険回避能力の向上

のための訓練を行うほか、次により運転者教育等の充実を図る。 

また、これらの機会が単なる知識や技能を教える場にとどまることなく、個々の

心理的・性格的な適性を踏まえた教育、交通事故被害者等の手記等を活用した講習

を行うなどにより、交通事故の悲惨さの理解を深める教育、自らの身体機能の状況

や健康状態について自覚を促す教育等を行うことを通じて、運転者の安全に運転し

ようとする意識及び態度を向上させるよう教育内容の充実を図る。 

ア 運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実 

（ア）自動車教習所における教習の充実 

自動車教習所の教習に関し、交通事故の発生状況、道路環境等の交通状況を

勘案しつつ教習内容及び教習技法の充実を図るとともに、教習指導員等の資質

の向上に努め、教習水準を高める。 

また、教習水準に関する情報の市民への提供に努める。 
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（イ）取得時講習の充実 

原付免許、普通二輪免許、大型二輪免許、普通免許、中型免許、大型免許、

普通二種免許、中型二種免許及び大型二種免許を取得しようとする者に対する

取得時講習の充実に努める。 

 

イ 運転者に対する再教育等の充実 

取消処分者講習、停止処分者講習、違反者講習、初心運転者講習、更新時講習

及び高齢者講習により、運転者に対する再教育が効果的に行われるよう講習施

設・設備の拡充を図るほか、講習指導員の資質向上、講習資器材の高度化及び講

習方法の充実に努める。特に、飲酒運転を防止するという観点から、飲酒運転違

反者に対する取消処分者講習の在り方を見直し、その内容を充実させる。 

自動車教習所については、既に運転免許を取得した者に対する再教育も実施す

るなど、地域の交通安全教育センターとしての機能の充実に努める。 

 

ウ 二輪車安全運転対策の推進 

取得時講習のほか、交通安全協会、二輪車安全運転推進委員会、二輪車安全運

転普及協会等と連携を図り、自動二輪車安全運転講習及び原付等安全講習の推進

に努める。 

また、自動車教習所における自動二輪等の安全運転教育体制の整備等を促進し、

自動二輪車の二人乗りについて参加・体験・実践型の安全教育を推進するなど、

二輪車運転に対する教育の充実、強化に努める。 

     

エ 高齢運転者対策の充実 

今後、益々高齢化社会が急速に進むことから、高齢者が安全に運転を継続でき

るよう支援する施策を充実させるためには、安全運転の能力を維持・向上させる

教育を充実するとともに、個々の運転適性に応じて運転継続の可否をよりきめ細

かく判断できるようにする必要がある。 

（ア）高齢者に対する教育の充実 

高齢者講習においては、交通事故実態や運転特性の周知を図るとともに、科

学的運転適性検査機器等の検査結果を効果的に活用し、高齢者自身が検査結果

を自覚し自己の運転特性を理解した安全運転を行うことができるよう、指定自

動車教習所の指導・監督を行う。 

（イ）高齢運転者標識（高齢者マーク）の活用 

高齢運転者の安全意識を高めるため、高齢者マークの積極的な使用の促進を

図る。 

   （ウ）運転経歴証明書の充実 

       運転免許証を自主的に返納したいと考える者に、運転経歴証明書の充実につい

ての積極的な広報等を実施し、返納の促進を図る。 
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オ シートベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底 

シートベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底を

図るため、関係機関・団体と連携し、各種講習・交通安全運動等あらゆる機会を

通じて着用効果の啓発等着用推進キャンペーンを積極的に行うとともに、シート

ベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメット着用義務違反に対する街頭での

指導取締りの充実を図る。 

 

カ 自動車安全運転センターの業務の充実 

自動車安全運転センターの行う通知、証明業務等の一層の充実強化を図るとと

もに、安全運転中央研修所における各種の訓練施設を活用し、高度な運転技能と

専門的知識を必要とする安全運転指導者や職業運転者、青尐年運転者等に対する

参加・体験・実践型の交通安全教育の充実を図る。  

また、事業所等の安全運転管理の徹底及び運転者の資質の向上を図るため、

「運転経歴証明書」の効果的な活用についての広報啓発活動を展開する。  

 

キ 自動車運転代行業の指導育成等 

自動車運転代行業の業務の適正な運営を確保し、交通の安全及び利用者の保護

を図るため、自動車運転代行業者に対し立入検査等を行うほか、無認定営業、損

害賠償措置義務違反、無免許運転等の違法行為の厳正な取締りを実施する。 

 

ク 自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実 

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断については、民間参入の

促進を図る等により受診環境の整備を行い、受診を積極的に促進する。 

 

ケ 悪質危険な運転者の早期排除等 

行政処分制度の適正かつ迅速な運用により長期未執行者の解消に努めるなど、

悪質危険な運転者の早期排除を図る。 

 

（２）運転免許制度の改善 

交通事故の傾向、最近の交通情勢を踏まえた運転免許制度の見直し、検討を行う。

このため、運転免許試験についても現実の交通環境における能力の有無を的確に判

定するものとなっているか検証を行い、必要に応じ改善を図る。 

また、市民の立場に立った運転免許業務を行うため、手続の簡素化の推進により

更新負担の軽減を図るとともに、運転免許試験場における障害者等のための設備・

資器材の整備及び運転適性相談活動の充実を図る。 

 

 

（３）安全運転管理の推進 

安全運転管理者及び副安全運転管理者に対する講習の見直し等により、これらの
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者の資質及び安全意識の向上を図るとともに、事業所内で交通安全教育指針に基づ

いた交通安全教育が適切に行われるよう安全運転管理者等を指導する。 

また、安全運転管理者等の未選任事業所の一掃を図り企業内の安全運転管理体制

を充実強化し、安全運転管理業務の徹底を図る。 

さらに、事業活動に関してなされた道路交通法違反等についての使用者等への通

報制度を十分活用するとともに、使用者、安全運転管理者等による下命、容認違反

等については、使用者等の責任追及を徹底し適正な運転管理を図る。 

事業活動に伴う交通事故防止を一層促進するため、映像記録型ドライブレコーダ

ー、デジタル式運行記録計等（以下、「ドライブレコーダー等」という。）の安全

運転の確保に資する車載機器の普及促進に努めるとともに、ドライブレコーダー等

によって得られた事故等の情報の交通安全教育や安全運転管理への活用方法につい

て周知を図る。 

 

（４）自動車運送事業者等の行う運行管理の充実 

ア 自動車運送事業者等に対する指導監督の充実 

労働基準法等の関係法令等の履行及び運行管理の徹底を図るため、飲酒運転等

の悪質違反を犯した事業者、重大事故を引き起こした事業者及び新規参入事業者

等に対する監査を徹底するとともに、関係機関合同による監査・監督を実施し、

不適切な事業者に対しては厳正な処分を行う。このため、効果的かつ効率的な監

査を実施するための監査システムの構築及び監査実施体制の充実・強化を図る。 

また、関係行政機関相互の連絡会議の開催及び指導監督結果の相互通報制度等

を活用することにより、過労運転に起因する事故等の通報制度の的確な運用と業

界指導の徹底を図るとともに、事業者団体を通じての指導にも努める。 

特に貨物自動車運送事業者については、貨物自動車運送適正化事業実施機関を

通じての過労運転・過積載の防止等運行の安全を確保するための指導の徹底を図

る。 

さらに、自動車運送事業者による社内一丸となった安全管理体制の構築・改善

を図るため、国がその構築状況を評価・助言する運輸安全マネジメント制度の一

層の浸透・徹底を図る。 

このほか、平成 23 年 5 月 1 日施行の自動車運送事業者に対する点呼時における

アルコール検知器の使用義務付けにより、自動車運送事業者における飲酒運転ゼ

ロを目指す。 

 

イ 安全運転の確保に資する機器の普及促進及び活用策の充実 

映像記録型ドライブレコーダー、デジタル式運行記録計等の安全運転の確保に

資する機器の普及促進に努めるとともに、運送事業者における乗務員のリスク情

報の把握や共有、経営者や運行管理者による事故の再発防止対策の検討・立案等

を容易に、かつ、効率的・効果的に実施するための映像記録型ドライブレコーダ

ーの活用手順について周知を図る。また、「ＩＴを活用したリアルタイム遠隔安
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全衛生管理手法」の周知に努めるとともに、安全運転の確保に資する機器より得

られた情報の事故分析への更なる活用方法等について検討し、活用方法等の充実

に努める。 

 

ウ 自動車運送事業者に係る事故の要因分析の実施 

事業用自動車の事故に関する情報の充実を図るため、自動車事故報告規則（昭

和 26 年運輸省令第 104 号）に基づく事故情報の収集・分析に加え、自動車運送

事業に係る交通事故要因分析のための情報収集・分析を充実及び強化するととも

に、これらの事故情報について多角的に分析等を実施する。 

 

エ 運行管理者等に対する指導講習の充実 

運行管理者等に対する指導講習について、民間参入の促進を図ること等により、

受講環境の整備を行う。 

 

オ 貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等 

全国貨物自動車運送適正化事業実施機関において、貨物自動車運送事業者につ

いて利用者が安全性の高い事業者を選択することができるようにするとともに、

事業者全体の安全性向上に資するものとして実施している「貨物自動車運送事業

安全性評価事業」（通称Ｇマーク事業）を促進する。 

また、国、地方公共団体及び民間団体等において、貨物自動車運送を伴う業務

を発注する際には、それぞれの業務の範囲内で道路交通の安全を推進するとの観

点から、安全性優良事業所（通称Ｇマーク認定事業所）の認定状況も踏まえつつ、

関係者の理解も得ながら該当事業所が積極的に選択されるよう努める。 

 

（５）交通労働災害の防止等 

ア 交通労働災害の防止 

交通労働災害防止のためのガイドラインの周知徹底を行うことにより、事業場

における管理体制の確立、適正な労働時間等の管理、適正な走行管理、運転者に

対する教育、健康管理、交通労働災害防止に対する意識の高揚等を促進する。 

また、これらの対策が効果的に実施されるよう関係団体と連携して、事業場に

おける交通労働災害防止担当管理者の配置、交通労働災害防止のためのガイドラ

インに基づく同管理者及び自動車運転業務従事者に対する教育の実施を推進する

とともに、事業場に対する個別指導等を実施する。 

 

イ 運転者の労働条件の適正化等 

自動車運転者の労働時間、休日、割増賃金、賃金形態等の労働条件の改善を図

るため、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）等の関係法令及び「自動車運転者

の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第 7 号）の履行を確保

するための監督指導を実施する。 
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また、関係行政機関において相互の連絡会議の開催及び監査・監督結果の相互

通報制度等の活用を図るとともに、必要に応じ合同による監査・監督を実施する。 

 

（６）道路交通に関連する情報の充実 

ア 危険物輸送に関する情報提供の充実等 

危険物の輸送時の事故による大規模な災害を未然に防止し、災害が発生した場

合の被害の軽減に資する情報提供の充実等を図るため、イエローカード（危険有

害物質の性状、処理剤及びその調達先等事故の際必要な情報を記載した緊急連絡

カード）の携行、関係法令の遵守、乗務員教育の実施等について危険物運送事業

者の指導を強化する。 

また、危険物運搬車両の交通事故による危険物の漏洩等が発生した場合に安全

かつ迅速に事故処理等を行うため、危険物災害等情報支援システムの充実を図る。 

 

イ 気象情報等の充実 

道路交通に影響を及ぼす台風、大雤、竜巻等の激しい突風、地震、津波等の自

然現象について、的確な実況監視を行い、関係機関、道路利用者等が必要な措置

を迅速にとり得るよう予報、警報等を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に

努める。 

また、これらの情報内容の充実と効果的利用を図るため、防災関係機関相互の

情報の共有や情報通信技術（ＩＴ）の活用に留意し、気象観測予報体制の整備、

地震・津波監視体制の整備、各種情報の提供、気象知識等の普及を行う。 

 

３ 道路交通環境の整備 

   道路交通環境の整備については、これまでも幹線道路と生活道路の両面から対策を

推進している。 

尐子高齢化が一層進展する中で、高齢者や障害者、子どもを交通事故から守る観点か

ら、人優先の安全・安心な歩行空間の整備、交通安全施設等の整備事業や効果的な交通

規制、交通需要マネジメント（ＴＤＭ）の推進等を引き続き進めていく。 

また、道路交通環境の整備を効果的、効率的に進めていくために、地域や地元住民が、

計画の策定や事業の実施に積極的に参画、協力していく仕組みをつくるなど、道路交通

環境整備における地域や住民の主体性を重視する取組を推進するとともに、現下の厳し

い財政状況に鑑み、地域の顕在化したニーズ等に基づき、事故要因や有効な対策の分析

を十分に行ったうえで交通安全対策を実施するように努める。 

 

（１）生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

これまで一定の成果を挙げてきた交通安全対策は、主として「車中心」の対策で

あり、歩行者の視点からの道路整備や交通安全対策は依然として十分とはいえず、

また、生活道路への通過交通の流入等の問題も依然として深刻である。 

このため、地域の協力を得ながら、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等にお



26 

 

いて歩道を積極的に整備するなど「人」の視点に立った交通安全対策を推進してい

く必要があり、特に交通の安全を確保する必要がある道路において、歩道等の交通

安全施設等の整備、効果的な交通規制の推進等きめ細かな事故防止対策を実施する

ことにより車両の速度の抑制や、自動車、自転車、歩行者等の異種交通が分離され

た安全な道路交通環境を形成することとする。 

ア 生活道路における交通安全対策の推進 

歩行者及び自転車利用者の安全な通行を確保するために設定された「あんしん

歩行エリア」において、公安委員会及び道路管理者が連携して、面的かつ総合的

な事故抑止対策を、事故の態様、交通量、地域住民の要望等を踏まえ、関係者間

の連携を十分に図りながらその実施に取り組む。 

公安委員会においては、交通規制、交通管制及び交通指導取締りの融合に配意

した施策を推進する。具体的には、生活道路における歩行者・自転車利用者の安

全を確保するため、速度の規制が必要な道路において最高速度を原則として時速

３０キロメートルとするほか、道路標識・道路標示の高輝度化や信号灯器のＬＥ

Ｄ化、路側帯の設置・拡幅、ゾーン規制の活用等の安全対策や、外周幹線道路を

中心に信号機の高度化、光ビーコン、交通情報板等によるリアルタイムの交通情

報提供等の交通流円滑化対策を実施するとともに、高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号。バリアフリー新法）の生活

関連経路を構成する道路を中心に音響信号機、高齢者等感応信号機、歩行者感応

信号機等のバリアフリー対応型信号機の整備を推進する。 

道路管理者においては、歩行者や自転車利用者の安全確保と生活環境の改善を

図るため、歩道の整備、自転車道の整備、カラー舗装、道路照明灯の設置等の対

策を推進する。 

また、通過車両の進入を抑え、歩行者等の安全確保と生活環境の改善を図るた

め、道路標識の高輝度化等（※注）を行い、見やすく分かりやすい道路標識・道

路標示とするなど視認性の向上を図る。 

※注（「道路標識の高輝度化等」とは、道路標識の高輝度化・可変化・自発光

化、標示板の共架、設置場所の統合・改善、道路標示の高輝度化等をいう） 

 

イ 通学路等の歩道整備等の推進 

小学校、幼稚園、保育所及び児童館等に通う児童や幼児の通行の安全を確保す

るため、通学路等の歩道整備等を推進する。この際、市街地など歩道等の整備が

困難な地域においては、路肩のカラー舗装や防護柵設置等の簡易な方法を含めて、

安全・安心な歩行空間の創出を推進する。 

このほか、押ボタン式信号機、歩行者用灯器等の整備、横断歩道等の拡充によ

り、通学路等の整備を図るとともに、流入車両の抑制を図るための通行禁止等の

交通規制を推進する。 

 

ウ 高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備 
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（ア）高齢者や障害者等を含めて全ての人が安全に安心して参加し活動できる社会を

実現するため、駅、公共施設、福祉施設、病院等の周辺を中心に平坦性が確保さ

れた歩道、歩道の段差・傾斜・勾配の改善、バリアフリー対応型信号機、歩車分

離式信号、視覚障害者誘導用ブロック、エスコートゾーン、自転車等駐車場の整

備等、歩行空間のバリアフリー化を進める。あわせて、高齢者、障害者等の通行

の安全と高齢運転者の増加に対応するため、信号灯器のＬＥＤ化、道路標識の高

輝度化等を推進する。 

特に、バリアフリー新法に基づき、重点整備地区に定められた駅の周辺地区

等においては、公共交通機関等のバリアフリー化と連携しつつ、誰もが歩きや

すい歩道、道路横断時の安全を確保する機能を付加したバリアフリー対応型信

号機等を面的に整備しネットワーク化を図る。 

（イ）高齢者、障害者等の歩行空間の確保を図るため、円滑な移動を阻害する要因と

なっている、歩道や視覚障害者誘導用ブロック上等における自動二輪車等の違法

駐車の取締りや放置自転車の撤去等を推進する。 

 

エ 無電柱化の検討 

安全で快適な通行空間の確保、都市景観の向上、都市災害の防止、情報通信ネ

ットワークの信頼性の向上等の観点から「無電柱化に係るガイドライン」に基づ

き、まちなかの幹線道路や、歴史的資源を有する地区の道路等について、無電柱

化を検討する。 

 

（２）幹線道路における交通安全対策の推進 

基本的な交通の安全を確保するため、幹線道路や生活道路等、適切に機能が分担

されるよう道路整備を推進するとともに、交通結節点等へのアクセスを強化し、公

共交通への転換を図る。また、一般道路に比べて安全性が高い高規格幹線道路の利

用促進を図る。 

ア 事故危険箇所対策の推進 

死傷事故率が高く、又は死傷事故が多発している交差点・単路を指定した「事

故危険箇所」について、公安委員会及び道路管理者が連携して信号機のＬＥＤ化、

道路標識の高輝度化、歩道の改良、交差点改良、付加車線の検討、区画線等の整

備、視線誘導標の設置等、事故抑止対策を推進する。 

 

イ 幹線道路における交通規制 

幹線道路については、交通の安全と円滑化を図るため、道路設計速度、道路の

構造、交通安全施設の整備状況、交通の状況、交通事故発生状況、沿道環境の諸

条件を勘案しつつ、必要に応じて交通規制の見直しを図る。 

新規供用の高速自動車国道等については、道路構造、交通安全施設の整備状況

等を勘案し、安全で円滑な交通を確保するため、適正な交通規制を実施する。 

また、既供用の高速自動車国道等については、交通流の変動、道路構造の改良
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状況、安全施設の整備状況、交通事故の発生状況等を総合的に勘案し、特に、交

通事故多発区間においては、大型貨物自動車等の通行区分規制、速度規制等の必

要な安全対策を推進する。 

なお、交通事故発生時、天候不良等の交通障害発生時においては、その状況に

即し、臨時交通規制を迅速かつ的確に実施し、二次事故の防止を図る。 

 

ウ 重大事故の再発防止 

社会的に大きな影響を与える重大事故が発生した際には、速やかな幹線道路等

交通事故抑止総点検の実施により、事故発生要因を抽出し、その要因に即した所

要の対策を早急に講ずることで、交通事故の発生を未然に防止するとともに、安

全で快適な道路交通環境の整備を図る。 

 

エ 適切に機能分担された道路網の整備 

（ア）自動車、自転車、歩行者等の異種交通を分離し、交通流の純化を促進するため、

幹線道路や生活道路等を整備するとともに、自転車・歩行者道等の通行空間を確

保する。 

（イ）一般道路に比較して死傷事故率が低く安全性の高い高規格幹線道路等の整備を

進め、より多くの交通量を分担させることによって道路ネットワーク全体の安全

性を向上させる。 

（ウ）通過交通の排除と交通の効果的な分散により、都市部における交通渋滞、交通

事故の多発等の防止を図るため、バイパス及び環状道路等の整備を推進する。 

（エ）幹線道路で囲まれた居住地域内や歩行者等の通行の多い商業地域内等において

は、生活環境を向上させるため、準幹線道路、区画道路、歩行者専用道路等の系

統的な整備、交通安全施設の整備等を総合的に実施し、通過交通をできる限り幹

線道路に転換させるなど道路機能の分化を図る。 

 

オ 高速自動車国道等における事故防止対策の推進 

高速自動車国道等においては、緊急に対処すべき交通安全対策を総合的に実施

する観点から、交通安全施設等の整備を計画的に進めるとともに、適切な道路の

維持管理、道路交通情報の提供等を積極的に推進し、安全水準の維持、向上を図

る。 

（ア）安全で円滑な自動車交通を確保するため、事故多発区間のうち緊急に対策を実

施すべき箇所について、雤天、夜間等の事故誘発要因の詳細な分析を行い、これ

に基づき中央分離帯強化型防護さく、高機能舗装、高視認性区画線の整備等を重

点的に実施するとともに、道路構造上往復に分離されていない二車線の区間（暫

定供用区間）については、対向車線へのはみ出しによる重大事故を防止するため

高視認性ポストコーン、高視認性区画線の設置による簡易分離施設の視認性の向

上、凹凸型路面標示の設置等を図る。また、逆走による事故防止のための標識や

路面標示の整備を図るなど、総合的な事故防止対策を推進する。 
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また、事故発生後の高速自動車国道におけるヘリコプターによる救助・救急活

動を支援する。 

（イ）過労運転やイライラ運転を防止し、安全で快適な自動車走行に資するよりよい

走行環境の確保を図るため、事故や故障等による停車車両の早期排除等の渋滞対

策を実施する。また、渋滞最後尾追突事故等の高速道路重大事故を根絶するため、

渋滞最後尾等に対する後尾警戒車、標識車等の適切な配置、道路情報板等による

道路交通情報の提供、渋滞予測場所及び危険個所へのＩＴＶの増設を行うなど諸

対策を実施する。 

（ウ）道路利用者の多様なニーズにこたえ、道路利用者へ適切な道路交通情報等を提

供する道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）及びＩＴＳスポット等の整備・拡

充を図るとともに、渋滞の解消及び利用者サービスの向上を図るため、インター

ネット等広く普及している情報通信を活用して即時に道路交通情報提供を行う利

用者サービスの向上等を推進する。 

 

カ 直轄国道における大阪府事故ゼロプランの取り組みについて 

国土交通省所管公共事業の事業評価における今後の新たな取り組みとして「政

策目標評価型事業評価の導入についての基本方針（案）」が公表された。これを

踏まえ、国の管理する直轄国道に於いて、交通安全等に係る局所的な事業に対し、

データや地域の声等に基づいた、大阪府事故ゼロプランの取り組みを導入する。

具体的には、直轄国道における交通安全事業について、府内市町村や大阪府道路

交通環境安全推進連絡会議などからの意見を踏まえつつ、課題の把握・要対策区

間の特定・公表を行い、課題の原因分析及び対策立案、対策案の決定というプロ

セスを経て、対策に着手する。 

 

キ 既存道路の交通事故対策の推進 

交通事故の多発等を防止し、安全かつ円滑・快適な交通を確保するため、次の

方針により道路の改築等による交通事故対策を推進する。 

（ア）歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善を図るため、歩道等を設置す

るための道路空間の再配分、既存道路の拡幅などの道路交通の安全に寄与する道

路整備を推進する。 

（イ）交差点及びその付近における交通事故の防止と交通渋滞の解消を図るため、右

折レーンの設置や延伸をはじめとする速効的なハード整備、信号制御時間の調整

などのソフト整備等を推進する。 

（ウ）道路の機能と沿道の土地利用を含めた道路の利用実態との調和を図ることが交

通の安全の確保に資することから、交通流の実態を踏まえつつ、植樹帯の設置、

路上駐停車対策等の推進を図る。 

（エ）商業系地区等における歩行者及び自転車利用者の安全で快適な通行空間を確保

するため、これらの者の交通量や通行の状況に即して、幅の広い歩道、自転車道

の整備を推進する。 
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ク 交通安全施設等の高度化 

（ア）道路の構造及び交通の実態を勘案して、交通事故が発生する危険性が高い場所

等に信号機を設置する。既存の信号機については、交通状況の変化に合理的に対

応できるように、集中制御化、プロファイル化、系統化、速度感応化、多現示化、

右折感応化等の高度化を推進する。特に、幹線道路で夜間等横断交通が極めて尐

なくなる場所については、信号機の閑散時半感応化，閑散時押ボタン化を推進す

る。また、必要のある場所には、バス感応化等を行う。 

（イ）道路の構造、交通の状況等に応じた交通の安全を確保するために、道路標識の

高輝度化等、高機能舗装、高視認性区画線の整備等を推進するほか、交通事故発

生地点を容易に把握し、速やかな事故処理及び的確な事故調査が行えるようにす

るとともに、自動車の位置や目的地までの距離を容易に確認できるようにするた

めのキロポスト（地点標）の整備を推進する。また、見通しの悪いカーブで、対

向車が接近してくることを知らせる対向車接近システムの整備を推進する。 

 

（３）交通安全施設等整備事業の推進 

特に交通の安全を確保する必要がある道路について、平成 20 年度から 24 年度ま

でを計画期間とする社会資本整備重点計画（平成 21 年 3 月 31 日閣議決定）に基づ

き、公安委員会及び道路管理者が連携し、事故実態の調査・分析を行いつつ、次の

方針により重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等整備事業を推進することに

より、道路交通環境を改善し、交通事故の防止と交通の円滑化を図る。 

また、平成 25 年度以降も、交通事故発生状況等を勘案し、総合的かつ計画的な交

通安全施設等整備事業の推進を図る。 

   ア 歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

生活道路において人優先の考えの下、「あんしん歩行エリア」における面的な

交通事故対策を推進するとともに、尐子高齢社会の進展を踏まえ、歩行空間のバ

リアフリー化及び通学路における安全安心な歩行区間の確保を図る。また、自転

車利用環境の整備、安全上課題のある踏切の対策等による歩行者・自転車の安全

な通行空間の確保を図る。 

 

イ 幹線道路対策の推進 

死傷事故発生率が高く、又は死傷事故が多発している交差点・単路を事故危険

箇所として選定の上、集中的に交通安全施設等を整備し、対策実施箇所の死傷事

故の抑止を図る。また、大都市圏等の特に違法駐車が著しい幹線道路において、

カラー舗装による駐停車禁止区域の明示の整備等によるハード・ソフト一体とな

った駐車対策を推進する。 

 

ウ 交通円滑化対策の推進 

交通安全に資するため、信号機の高度化、開かずの踏切の解消等を推進するほ
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か、駐車対策を実施することにより、交通容量の拡大を図り、交通の円滑化を推

進するとともに、併せて、自動車からの二酸化炭素排出の抑制を推進する。 

 

エ ＩＴ化の推進による安全で快適な道路交通環境の実現 

（ア）交通に関する情報の収集、分析及び伝達並びに信号機、道路標識の操作その他

道路における交通の規制を広域的かつ総合的に行うため、交通管制システムの充

実・高度化を図る。 

（イ）幹線道路において、交通の変動実態を的確に把握し、予想される変動に対応し

た信号制御を行うため、系統化、閑散時押ボタン化・半感応化、多現示化、右折

感応化等の信号機の高度化を図る。また、交通流の変動にきめ細かに対応した信

号制御等を可能とする交通管制システムの高度化を図る。 

（ウ）最先端のＩＴ等を用いて、光ビーコンの整備拡充、交通管制センターの高度化

等により新交通管理システム（ＵＴＭＳ）を推進するとともに、情報収集・提供

環境の拡充等により、道路交通情報提供の充実等を推進し、安全で快適な道路環

境の実現を図る。 

 

オ 道路交通環境整備への住民参加の促進 

安全な道路交通環境の整備に当たっては、道路を利用する人の視点を生かすこ

とが重要であることから、地域住民や道路利用者の主体的な参加のもとに交通安

全施設等の点検を行う交通安全総点検を積極的に推進するとともに、道路利用者

等が日常感じている意見について、「標識ＢＯＸ」（はがき、インターネット等

を利用して、運転者等から道路標識等に関する意見を受け付けるもの）、「道の

相談室」等を活用して取り入れ、道路交通環境の整備に反映する。 

また、安全な道路交通環境の整備に係る住民の理解と協力を得るため、事業の

進捗状況、効果等について積極的に公表する。 

 

カ 連絡会議等の活用 

関係機関等で構成されている「大阪府道路交通環境安全推進連絡会議」やその

もとに設置される「アドバイザー会議」を活用し、学識経験者のアドバイスを受

けつつ施策の企画、評価、進行管理等に関して協議を行い、的確かつ着実に安全

な道路交通環境の実現を図る。 

 

（４）効果的な交通規制の推進 

道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、道路網全体の中で

それぞれの道路の社会的機能、道路の構造、交通安全施設の整備状況、道路交通の

状況等地域の実態等に応じ、既存の交通規制を見直すなど、規制内容をより合理的

なものにするよう努め、効果的な交通規制を行う。 

ア 地域の特性に応じた交通規制 

主として通過交通の用に供される道路については、駐停車禁止、転回禁止、進
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行方向別通行区分等交通流を整序化するための交通規制を、また、主として地域

交通の用に供される道路については、一方通行、指定方向外進行禁止等を組み合

わせ、通過交通を抑制するなど、良好な生活環境を維持するための交通規制を、

さらに、主として歩行者及び自転車利用者の用に供される道路については、普通

自転車歩道通行可、車両通行禁止、路側帯の設置・拡幅等歩行者及び自転車利用

者の安全を確保するための交通規制を積極的に実施する。  

  特に、生活の場である住居系地区等においては、歩行者等の安全の確保に重点を

おいた交通規制を実施し、あんしんな歩行エリアの形成を図る。 

 

イ 安全で機能的な都市交通確保のための交通規制 

安全で機能的な都市交通を確保するため、交通流・量の適切な配分・誘導を図

る。また、路線バス、路面電車等大量公共輸送機関の安全・優先通行を確保する

ための交通規制を積極的に推進する。 

 

ウ より合理的な交通規制の推進 

より合理的な交通規制を図るため、府警において交通規制の種類に応じ、当該

交通規制を実施している道路における交通実態を調査・分析し、その結果、交通

規制実施後の道路交通環境の変化等により現場の交通実態に適合しなくなったと

認められる場合には、交通規制の内容の変更又は交通規制の解除、道路利用者に

対する交通規制の理由の説明、道路管理者に対する道路の整備又は改良の働きか

け、地方公共団体、民間事業者等に対する路外施設の整備等の働きかけ等の道路

交通環境の整備を図る。 

具体的には、平成２１年及び２２年に全面改正された最高速度規制基準に基づ

き、最高速度規制が交通実態にあった合理的なものとなっているかどうかの点検

及び見直しを推進する。 

また、駐車規制については、必要やむを得ない貨物自動車等の荷捌き、客待ち

タクシー、二輪車、商店街（買物客）、駅前等の対策を重点に、駐車規制の点検

及び見直しを推進する。 

さらに、信号制御については、歩行者、自転車の視点で、信号をより守りやす

くするために、「歩行者の待ち時間の長い押しボタン信号の改善」、「幅員の狭

い従道路を横断する歩行者の待ち時間の短縮」等についての点検及び見直しを推

進する。 

 

（５）自転車利用環境の総合的整備 

ア 自転車利用環境の整備 

クリーンかつ都市構造に応じた交通手段の一つとして、自転車の役割と位置付

けを明確にし、安全かつ円滑に利用できる自転車利用空間をネットワークとして

整備するなど、総合的な自転車利用環境を整備する必要がある。このため、自転

車が通行可能な幅の広い歩道である自転車歩行者道、路肩のカラー舗装化等によ
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る自転車専用通行帯や縁石の設置等による自転車道等の自転車通行空間を整備す

る。また、道路構造や歩道状況を勘案して普通自転車の歩道通行可の交通規制を

実施するとともに、幅員が広い歩道においては、可能な限り、自転車歩道通行部

分と歩行者の通行部分を区分する。 

さらに、自転車を共同で利用するコミュニティサイクルなどの自転車利用促進

策や、ルール・マナーの啓発活動などのソフト施策を積極的に推進する。 

 

イ 自転車等駐車対策の推進 

自転車等の駐車対策については、「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐

車対策の総合的推進に関する法律」（昭和５５年法律第８７号）による施策を総

合的に推進する。 

（ア）自転車等駐車場の整備  

自転車等駐車の需要の多い地域及び今後駐車需要が著しく多くなることが予

想される地域を中心に利用状況に応じた自転車等駐車場の整備を推進するため、

地域に即した総合計画等を策定の上、交通安全施設等整備事業による自転車等

の駐車場整備事業を促進する。 

（イ）駅周辺における自転車駐車対策  

鉄道の駅周辺等における放置自転車等の問題の解決を図るため、地方公共団

体、道路管理者、警察、鉄道事業者等が適切な協力関係を保持する。また、こ

れにより、用地提供について鉄道事業者の積極的な協力が得られるようにし、

地域の状況に応じ、条例の制定等による駅前広場及び道路に放置されている自

転車等の整理・撤去等の推進を図る。  

特に、バリアフリー新法に基づき、市が定める重点整備地区をはじめとする

特定道路においては、高齢者、障害者等の円滑な通行を確保するため、放置自

転車の撤去の強化、効果的な広報啓発活動等の自転車対策を重点的に推進する。 

（ウ）自転車利用者に対する啓発  

幅広く市民に対して、「自転車の放置はしない・させない」意識の高揚を図

るため、自転車マナーアップ強化月間等をはじめとする市民ぐるみの運動、キ

ャンペーン活動を活発に展開する。  

また、自転車利用者に対し、社会的責任の自覚を求めるため、道路交通法そ

の他の法令の遵守、正しい駐車方法に関する教育及び広報活動を推進する。 

 

（６）高度道路交通システムの活用  

最先端の情報通信技術（ＩＴ）等を用いて、人と道路と車とを一体のシステムと

して構築し、安全性、輸送効率及び快適性の向上を実現するとともに、渋滞の軽減

等の交通の円滑化を通じて環境保全に寄与することを目的とした高度道路交通シス

テム（ＩＴＳ）を引き続き推進する。 

ア 道路交通情報通信システムの整備 

安全で円滑な道路交通を確保するため、リアルタイムな渋滞情報、所要時間、
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規制情報等の道路交通情報を提供するＶＩＣＳの整備・拡充を推進するとともに、

高精度な情報提供の充実及び対応車載機の普及を図る。また、詳細な道路交通情

報の収集・提供のため、光ビーコン、ＩＴＳスポット等のインフラの整備を推進

する 

 

イ 新交通管理システムの推進 

高度化された交通管制センターを中心に、個々の車両等との双方向通信が可能

な光ビーコンを媒体として、交通流・量を積極的かつ総合的に管理することによ

り、高度な交通情報提供、車両の運行管理、公共車両の優先通行、交通公害の減

尐、安全運転の支援、歩行者の安全確保等を図り、交通の安全及び快適性を確保

しようとする新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の構想に基づき、システムの充実、

キーインフラである光ビーコンの整備等の施策の推進を図る。 

 

ウ 交通事故防止のための運転支援システムの推進 

ＩＴＳの高度化により交通の安全を高めるため、自動車単体では対応できない

事故への対策として、路車間通信、車間通信、歩車間通信等の通信技術を活用し

た運転支援システムの実現に向けて、産・官・学が連携し推進を図る。 

また、交通管制システムのインフラ等を利用して、運転者に対し、周辺の交通状

況等の情報を提供することにより、危険要因に対する注意を促す安全運転支援シス

テム（ＤＳＳＳ）の導入・整備を推進する。 

 

エ スマートウェイの推進 

ＥＴＣの通信技術をベースとしたＩＴＳスポットの活用によるスマートウェイ

の推進を官民一体となって展開していく。ＩＴＳスポットの活用により、ＥＴＣ

に加え、広範囲の渋滞データで適切にルート選択を可能とするダイナミックルー

トガイダンス、ドライブ中のヒヤリをなくす事前の注意喚起を実現する安全運転

支援等のサービスを実現する。 

 

オ 道路運送事業に係る高度情報化の推進 

環境に配慮した安全で円滑な自動車の運行を実現するため、道路運送事業にお

いてＩＴＳ技術を活用し、物流の効率化を進める。具体的には、車両運行管理シ

ステム（ＭＯＣＳ）の整備を推進する。 

 

（７）交通需要マネジメントの推進 

道路交通の円滑化を図ることによる交通安全の推進に資するため、バイパス・環

状道路の整備や交差点の改良等の交通容量の拡大策、交通管制の高度化等に加えて、

パークアンドライド（都心部の交通混雑の緩和を図るため、郊外の鉄道駅の近くの

駐車場を利用し、自宅などから乗車してきた自動車を駐車（パーク）し鉄道、バス

等に乗換えて（ライド）、目的地へ向かう方法）の推進、公共交通の運行情報の提
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供の充実や自動車の使い方の工夫を促し公共交通の利用を促進する等により、交通

量の平準化を図る交通需要マネジメント（ＴＤＭ）を推進する。 

ア 公共交通機関利用の促進 

ＩＣカード、ゾーンチケット、バスロケーションの導入や乗り継ぎ改善等によ

るシームレスな公共交通の実現を図ることで公共交通の利用者の利便性の向上を

図るとともに、鉄道駅・バス停までのアクセス確保のために、自転車道、駅前広

場等の整備を促進し、交通結節機能の強化を図る。 

また、自主規制により自動車の利用を抑制する日「ノーマイカーデー」の周 

知を大阪府や交通事業者などと連携して実施することで、マイカー通勤から公 

共交通機関への転換を喚起し、交通流の円滑化を図る。 

 

（８）災害に備えた道路交通環境の整備 

ア 災害に備えた道路の整備 

豪雤・豪雪、地震、津波等の災害が発生した場合においても安全で安心な生活

を支える道路交通を確保することとし、大規模地震の発生時においても、被災地

の救援活動や緊急物資輸送に不可欠な緊急輸送道路を確保するため、橋梁の耐震

補強を推進する。 

津波に対しては、津波による人的被害を最小限にとどめるため、道路利用者へ

の早期情報提供、迅速な避難を行うための避難路の整備及び津波被害発生時にお

いても緊急輸送道路を確保するため、津波浸水域を回避する高規格幹線道路等の

整備を推進する。 

豪雤等の異常気象時においても安全で信頼性の高い道路網を確保するため、法

面等の防災対策や地域の孤立を解消する生命線となる道路の整備を推進する。 

 

イ 災害に強い交通安全施設等の整備 

地震、豪雤、豪雪等による災害が発生した場合においても安全な道路交通を確

保するため、交通管制センター、交通監視カメラ、各種車両感知器、交通情報板

等の交通安全施設の整備及び通行止め等の交通規制を迅速かつ効果的に実施する

とともに、災害発生時の停電に起因する信号機の機能停止による混乱を防止する

ため、予備電源として自動起動型信号機電源付加装置の整備を推進する。 

ウ 災害発生時における交通規制 

災害発生時には、必要に応じて緊急交通路を確保し、それに伴う混乱を最小限

に抑えるため、被災地への車両の流入抑制等の交通規制を迅速かつ的確に実施す

る。  

また、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）による通行禁止等の交通規制

を的確かつ迅速に行うため、信号制御等により被災地への車両の流入を抑制する

とともに、迂回指示、広報を行い、併せて、災害の状況や交通規制等に関する情

報の提供を推進する。 
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エ 災害発生時における情報提供の充実 

災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に収集・

分析・提供し、復旧や緊急交通路、緊急輸送路等の確保及び道路利用者等への道

路交通情報の提供等に資するため、地震計、交通監視カメラ、車両感知器、道路

交通に関する情報提供装置・通信施設、道路管理情報システム等の整備を推進す

るとともに、インターネット等情報通信技術（ＩＴ）を活用した道路・交通に関

する災害情報等の提供を推進する。 

 

（９）総合的な駐車対策の推進 

道路交通の安全と円滑を図り、都市機能の維持及び増進に寄与するため、交通の

状況や地域の特性に応じた総合的な駐車対策を推進する。 

ア 地域の実情等に応じた駐車対策の推進 

時間、曜日、季節等による交通流・量の変化等の時間的視点と、道路の区間ご

との交通環境等の場所的視点、及び当該地域における駐車の需給バランスからみ

た駐車の必要性の視点から地域の実情等に応じたきめ細かな駐車規制を推進する。 

また、違法駐車が常態化し駐車秩序の改善が必要と考えられる場所については、

交通実態、地域住民等の要望意見を踏まえ、当該場所における駐車規制の合理性

を点検した上で、道路交通環境の改善を含めた駐車規制の見直しを推進する。 

 

イ 違法駐車対策の推進 

（ア）確認事務の民間委託を効果的に活用し、交差点及びその直近、横断歩道、バス

停留所等における駐車、二重駐車等交通事故又は交通渋滞の要因となる悪質性、

危険性、迷惑性の高い駐車違反に対する取締りを重点に、地域の実態に応じた取

締りを推進する。 

（イ）運転者の責任を追及できない放置車両について、当該車両の使用者に対する放

置違反金納付命令及び繰り返し放置違反金納付命令を受けた使用者に対する使用

制限命令の積極的な活用を図り、使用者責任を強力に追及する。 

一方、交通事故の原因となった違反や常習的な違反等悪質な駐車違反につい

ては、運転者の責任追及を徹底する。 

 

ウ 駐車場の適正配置と有効利用 

路上における無秩序な駐車を抑制し、安全かつ円滑な道路交通を確保するため、

駐車規制及び違法駐車の取締りの推進と併せ、次の施策により駐車場の適正配置

と有効利用を図る。 

（ア）駐車場整備地区において、将来に対する自動車交通需要の増大を想定して策定

されたこれまでの駐車場整備計画を見直し、公共交通利用促進や駐車場の適正配

置と駐車場利用の効率化などの視点を取り入れた、整備計画の策定を行っていく。 

また、駐車場の整備を義務付ける附置義務条例については、既存の駐車場整備

計画の見直し後に、確保すべき駐車場容量の原単位等については、社会情勢の変
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化や地域の特性を踏まえたものに見直していく。 

 

エ めいわく駐車追放気運の醸成  

（ア）恒常的な広報啓発活動の推進  

毎月２０日の「めいわく駐車・放置自転車追放デー」「ノーマイカーデー」

を中心に、関係機関・団体と連携した街頭キャンペーンや各種会合、講習会、

種々の広報媒体等を活用した広報啓発活動を通じて市民のめいわく駐車追放意

識の高揚を図る。  

さらに、これまでの運動を一層強化し、めいわく駐車の防止のための施策を

推進するために、警察による取締りの強化とともに、市民、事業所、行政が一

体となった取り組みを推進する。  

（イ）地域ぐるみの駐車対策の推進  

警察署に設置された駐車問題協議会やめいわく駐車追放推進員、地域交通安

全活動推進委員等との連携のもとに、地域の実情に即した活動等、地域住民ぐ

るみによる駐車対策を推進する。 

（ウ）企業・事業所における自主活動の促進  

駐車問題の改善には企業・事業所の果たす役割が大きいことを踏まえて、マ

イカー通勤及び業務用車両持ち帰りの自粛、駐車スペース及び荷捌き場の確保、

不要不急の自動車利用の抑制等の具体的な活動が、企業・事業所ぐるみにより

実践されるよう働き掛ける。 

 

オ 自転車等駐車対策の推進 

自転車等の駐車対策については、その総合的かつ計画的な推進を図ることを目

的として、「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関

する法律」（昭和５５年法律第８７号）による施策を総合的に推進する。  

（ア）自転車等駐車場の整備  

自転車等駐車の需要の多い地域及び今後駐車需要が著しく多くなることが予

想される地域を中心に自転車等駐車場の整備を推進するため、地域に即した総

合計画等を策定の上、交通安全施設等整備事業による自転車等の駐車場整備事

業を促進する。  

    

（イ）駅周辺における自転車等駐車対策  

鉄道の駅周辺等における放置自転車等の問題の解決を図るため、自治体、道

路管理者、警察、鉄道事業者等が適切な協力関係を保持する。また、これによ

り、用地提供について鉄道事業者の積極的な協力が得られるようにし、効率

的・総合的な自転車等駐車場の整備を推進するとともに、地域の状況に応じ、

条例による駅前広場及び道路に放置されている自転車等の整理・撤去等の推進

を図る。  
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特に、バリアフリー－新法に基づき、市が定める重点整備地区内をはじめと

する特定道路においては、高齢者、障害者等の円滑な通行を確保するため、放

置自転車の撤去の強化、効果的な広報啓発活動等の自転車等対策を重点的に推

進する。  

  （ウ）自転車利用者に対する啓発  

幅広く市民に対して、「自転車の放置はしない・させない」意識の高揚を図

るため、自転車マナーアップ強化月間等をはじめとする市民ぐるみの運動、キ

ャンペーン活動を活発に展開する。  

また、自転車利用者に対し、社会的責任の自覚を求めるため、道路交通法そ

の他の法令の遵守、正しい駐車方法に関する教育及び広報活動を推進する。  

 

（10）道路交通に関する情報の充実 

安全で円滑な道路交通を確保するためには，運転者に対して正確できめ細かな道

路交通情報を分かりやすく提供することが重要であり，高度化，多様化する道路交

通情報に対する国民のニーズに対応し，適時・適切な情報を提供するため，情報通

信技術（ＩＴ）等を活用して，道路交通情報の充実を図る必要がある。 

ア 情報収集・提供体制の充実 

多様化する道路利用者のニーズにこたえて道路利用者に対し必要な道路交通情

報を提供することにより、安全かつ円滑な道路交通を確保するため、光ファイバ

ーネットワーク等の新たな情報技術を活用しつつ、交通監視カメラ、路側通信シ

ステム、車両感知器、交通情報板、道路情報提供装置等の整備による情報収集・

提供体制の充実を図る。 

 

イ ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化 

ＩＴＳの一環として、運転者に渋滞状況等の道路交通情報を提供するＶＩＣＳ

やＩＴＳスポットの整備・拡充を積極的に図ることにより、交通の分散を図り、

交通渋滞を解消し、交通の安全と円滑化を推進する。 

また、高度化された交通管制センターを中心に、個々の車両等との双方向通信

が可能な光ビーコンを媒体とし、高度な交通情報提供、車両の運行管理、公共車

両の優先、交通公害の減尐、安全運転の支援、歩行者の安全確保等を図ることに

より交通の安全及び快適性を確保しようとする新交通管理システム（ＵＴＭＳ）

の構想に基づき、システムの充実、キーインフラである光ビーコンの整備等の施

策の推進を図る。 

さらに、運転者に対して、周辺の交通状況の情報を提供することにより危険要

因に対する注意を促す安全運転支援システムを推進するとともに、リアルタイム

の自動車走行（プローブ）情報を活用した道路交通情報の充実を図る。 

 

ウ わかりやすい道路交通環境の確保 

分かりやすく使いやすい道路交通環境を整備し、安全で円滑な交通の確保を図
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るため、交通監視カメラ、各種車両感知器等の整備、道路・交通等に関する情報

（異常気象に関する情報や都市間のルート選択に資する情報を含む。）を迅速か

つ的確に提供する道路情報提供装置、交通情報板、路側通信設備等の整備、時間

別・車種別等の交通規制の実効を図るための視認性・耐久性に優れた大型固定標

識及び路側可変標識の整備並びに利用者のニーズに即した分かりやすい案内標識

等の整備を推進する。特に、主要な幹線道路の交差点及び交差点付近において、

ルート番号等を用いた案内標識の設置を推進するとともに、多言語表記の実施な

どにより、国際化の進展への対応に努める。 

 

（11）その他道路交通環境の整備 

ア 道路の使用及び占用の適正化等 

（ア）道路の使用及び占用の適正化 

工作物の設置、工事等のための道路の使用及び占用の許可に当たっては、道

路の構造を保全し、安全かつ円滑な道路交通を確保するために適正な運用を行

うとともに、許可条件の履行、占用物件等の維持管理の適正化について指導す

る。 

また、道路使用状況を正確に把握することにより、道路使用による道路交通

への影響を最小限にとどめるため、道路使用許可に係る事務の電子化を進める。 

（イ）不法占用物件の排除等 

道路交通に支障を与える不法占用物件等については、実態把握、強力な指導

取締によりその排除を行い、特に市街地について重点的にその是正を実施する。 

さらに、道路上から不法占用物件等を排除するため「道路ふれあい月間」等

を中心に、指導、撤去、啓発活動を沿道住民等に対して積極的に行い、もって

道路愛護活動の推進を図る。 

（ウ）道路の掘り返しの規制等 

道路の掘り返しを伴う占用工事については、無秩序な掘り返しと工事に伴う

事故・渋滞を防止するため、施工時期や施工方法を調整する。 

 

イ 子どもの遊び場等の確保 

子どもの遊び場の不足を解消し、路上遊戯等による交通事故の防止に資すると

ともに、都市における良好な生活環境づくり等を図るため、社会資本整備重点計

画等に基づき、住区基幹公園、都市基幹公園等の整備を推進する。 

さらに、公立の小学校、中学校及び高等学校の校庭及び体育施設等の開放を促

進することにより、安全な子どもの遊び場の確保を図る。 

ウ 道路法に基づく通行の禁止又は制限 

道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、道路の破損，決壊又は

異常気象等により交通が危険であると認められる場合及び道路に関する工事のた

めやむを得ないと認められる場合には、道路法（昭和 27 年法律第 180 号）に基づ

き、迅速かつ的確に通行の禁止又は制限を行う。また、道路との関係において必
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要とされる車両の寸法、重量等の最高限度を超える車両の通行の禁止又は制限に

対する違反を防止するため、必要な体制の拡充・強化を図る。 

 

エ 地域に応じた安全の確保 

交通の安全は、地域に根ざした課題であることにかんがみ、沿道の地域の人々

のニーズや道路の利用実態、交通流の実態等を把握し、その特性に応じた道路交

通環境の整備を行う。  

 

４ 車両の安全性の確保 

   現在、エレクトロニクス技術の自動車への利用範囲の拡大をはじめとして、自動車に

関する技術の進歩は目覚ましく、車両の安全対策として効果が期待できる範囲は確実に

拡大していることから、今後車両の安全対策を拡充強化することが必要である。 

このような認識のもと、車両構造に起因するとされる事故について対策を講ずると

ともに、主に運転ミスなどの人的要因に起因するとされる事故についても、車両構造

面からの対策によりできる限り交通事故の未然防止を図る。 

自動車の保守管理は、一義的には自動車使用者の責任の下になされるべきであるが、

自動車は交通事故等により運転者自身の生命、身体のみでなく、第三者の生命、身体

にも影響を与える危険性があるため、自動車検査により各車両の安全性の確保を図る。 

（１）自動車アセスメント情報の提供等 

自動車の安全装置の正しい使用方法、装備状況等の一般情報とともに、自動車の

車種ごとの安全性に関する比較情報を公正中立な立場で取りまとめ、これを自動車

使用者に定期的に提供する自動車アセスメント事業を推進する。これにより、自動

車使用者の選択を通じてより安全な自動車の普及拡大を促進すると同時に、自動車

製作者のより安全な自動車の研究開発を促進する。 

また、チャイルドシートについても、製品ごとの安全性に関する比較情報等を自

動車使用者に提供することにより、その選択を通じてより安全なチャイルドシート

の普及拡大を図る。 

 

（２）自動車の検査及び点検整備の充実 

ア 自動車の検査の充実 

道路運送車両の保安基準の拡充・強化に合わせて進化する自動車技術に対応し

て、電子化された安全装置の故障診断検査機器の開発、ＩＴ化による自動車検査

情報の活用等の検査の高度化を進めるなど、道路運送車両法（昭和 26 年法律第

185 号）に基づく新規検査等の自動車検査の確実な実施を図る。また、不正改造を

防止するため、適宜、自動車使用者の立入検査を行うとともに、街頭検査体制の

充実強化を図ることにより、不正改造車両を始めとした整備不良車両及び基準不

適合車両の排除等を推進する。 

指定自動車整備事業制度の適正な運用・活用を図るため、事業者に対する指導

監督を強化する。さらに、軽自動車の検査については、その実施機関である軽自
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動車検査協会における検査の効率化を図るとともに、検査体制の充実強化を図る。 

 

イ 自動車点検整備の充実 

（ア）自動車点検整備の推進 

自動車ユーザーの保守管理意識を高揚し、点検整備の確実な実施を図るため、

関係者の協力のもとに「自動車点検整備推進運動」を展開するなど、自動車ユ

ーザーによる保守管理の徹底を強力に促進する。 

また、自動車運送事業者の保有する事業用車両の安全性を確保するため、自

動車運送事業者監査、整備管理者研修等のあらゆる機会をとらえ、関係者に対

し車両の保守管理について指導を行い、その確実な実施を推進する。 

なお、車両不具合による事故については、その原因の把握・究明に努めると

ともに、点検整備方法に関する情報提供等により再発防止の徹底を図る。 

（イ）不正改造車の排除 

道路交通に危険を及ぼすなど社会的問題となっている暴走族の不正改造車や

過積載を目的とした不正改造車等を排除し、自動車の安全運行を確保するため、

関係機関の支援及び自動車関係団体の協力のもとに「不正改造車を排除する運

動」を展開し、広報活動の推進、関係者への指導、街頭検査等を強化すること

により、不正改造防止について自動車ユーザー及び自動車関係事業者等の認識

を高める。 

また、不正改造行為の禁止及び不正改造車両に対する整備命令制度について、

その的確な運用に努める。 

（ウ）自動車分解整備事業の適正化及び近代化 

点検整備に対する自動車ユーザーの理解と信頼を得るため、自動車分解整備

事業者に対し、整備料金、整備内容の適正化について、消費者保護の観点も含

め、その実施の推進を指導する。また、自動車分解整備事業者における設備の

近代化や経営管理の改善、整備の近代化等への支援を推進する。 

（エ）自動車の新技術への対応等整備技術の向上 

自動車新技術の採用・普及等車社会の環境の変化に伴い、自動車を適切に維

持管理するためには自動車整備業がこれらの変化に対応する必要がある。 

そこで、自動車整備業の現状について関係団体からのヒアリング等を通じて

把握するとともに、自動車整備業が自動車の新技術及び多様化するユーザーニ

ーズに対応するための環境整備・技術の高度化を推進する。 

また、整備主任者等を対象とした新技術研修の実施等により整備要員の技術

の向上を図るとともに、新技術が採用された自動車の整備や自動車ユーザーに

対する自動車の正しい使用についての説明等のニーズに対応するため、一級自

動車整備士制度の活用を推進する。 

（オ）ペーパー車検等の不正事案に対する対処の強化 

民間能力の活用等を目的として指定自動車整備事業制度が設けられているが、

近年ペーパー車検等の不正事案が増加していることから、制度の適正な運用・
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活用を図るため事業者に対する指導監督を引き続き行う。 

  

（３）リコール制度の充実・強化 

自動車のリコールの迅速かつ着実な実施のため、自動車製作者等及びユーザーから

の情報収集に努め、自動車製作者等への監査を実施するとともに、安全・環境性に疑

義のある自動車については独立行政法人交通安全環境研究所において現車確認等によ

る技術的検証を行う。 

さらに、ユーザーの目線に立った、より迅速かつ着実なリコール実施のための情報

取集体制の強化を図るため、不具合情報やリコール情報等に関し、自動車等不具合情

報ホットラインを積極的ＰＲするとともに、自動車製作者等から収集している不具合

情報の拡充等により、情報収集体制の充実強化を図る。 

また、ユーザーに対し、自動車の不具合に対する関心を高めるためのリコール関連

情報等の提供を行う。 

 

（４）自転車の安全性の確保 

自転車の安全な利用を確保し、自転車事故の防止を図るため、駆動補助機付自転

車（人の力を補うため原動機を用いるもの）及び普通自転車の型式認定制度を活用

する。また、自転車利用者が定期的に点検整備や正しい利用方法等の指導を受ける

気運を醸成するとともに、近年、対歩行者との事故等自転車の利用者が加害者とな

る事故が増加傾向にあることにかんがみ、こうした賠償責任を負った際の支払い原

資を担保し、被害者の救済の十全を図るため、損害賠償責任保険等への加入を促進

する。 

さらに、夜間における交通事故の防止を図るため、灯火の取付けの徹底と反射器

材の普及促進を図り、自転車の被視認性の向上を図る。 

 

（５）交通関係用品の安全性の確保及び向上 

乗車用ヘルメットの安全性の確保については、利用者の生命を守り、また身体に

対する危害の発生を防止するとの観点から、現在、自動二輪車乗車用ヘルメット及

び原動機付自転車乗車用ヘルメットを、消費生活用製品安全法（昭和 48 年法律第 31

号）に規定する特定製品に指定している。これにより、基準に適合しない製品の製

造・輸入・販売を禁止している。同法に基づく製造・輸入事業者の届出等の受理、

届出事業者に対する報告徴収・立入検査等を通じて、こうした製品の安全性を確保

する。 

 

５ 道路交通秩序の維持 

交通ルール無視による交通事故を防止するためには、交通指導取締り、交通事故事

件捜査、暴走族取締り等を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要がある。 

このため、交通事故実態等を的確に分析し、死亡事故等重大事故に直結する悪質・

危険性、迷惑性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りを推進する。 
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また、交通事故事件その他の交通犯罪の捜査を適正かつ迅速に行うため、捜査体制

及び装備等の充実強化を図る。 

さらに、暴走族対策を強力に推進するため、関係機関・団体が連携し、地域ぐるみ

での暴走族追放気運の高揚に努め、暴走行為をさせない環境づくりを推進するととも

に、取締り体制及び装備資器材の充実強化を図る。 

（１）交通の指導取締りの強化等 

ア 一般道における効果的な指導取締りの強化等 

（ア）悪質・危険性、迷惑性の高い違反に重点を置いた取締りの強化等 

指導取締り体制を充実し、高齢者、障害者等の保護の観点に立った交通取締

りを推進することにより、事故多発路線等における街頭指導活動を強化すると

ともに、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、信号無視、交差点関連違反

等の悪質・危険性、迷惑性の高い違反に重点を置いた取締りの強化を図る。 

特に、飲酒運転については、取締りにより常習者を道路交通の場から排除す

るとともに、運転者の周辺で飲酒運転を助長し、容認している者に対する捜査

を徹底するなど、飲酒運転の根絶に向けた取組を推進する。 

（イ）背後責任の追及 

事業活動に関してなされた過労運転、過積載等の違反については、自動車の

使用者等に対する責任追及を徹底するとともに、必要に応じ自動車の使用制限

命令や荷主等に対する再発防止命令を行う。また、事業者の背後責任が明らか

となった場合は事業者に対しても指導、監督処分等を行い、この種の違反の防

止を図る。 

（ウ）自転車利用者に対する指導取締りの推進 

自転車利用者による二人乗り、信号無視、無灯火、及び歩道通行者に危険を

及ぼす違反等に対して積極的に指導警告を行うとともに、これに従わない悪

質・危険な自転車利用者に対する検挙措置を推進する。 

 

イ 高速自動車国道等における指導取締りの強化等 

高速自動車国道等においては、重大な違反行為はもちろんのこと、軽微な違反

行為であっても重大事故に直結するおそれがあることから、交通の指導取締り体

制の整備に努め、交通流や交通事故発生状況等の交通の実態に即した効果的な機

動警ら等を実施することにより、違反の未然防止及び交通流の整序を図る。 

また、交通指導取締りは悪質・危険性、迷惑性の高い違反を重点とし、特に、

著しい速度超過、飲酒運転、車間距離不保持、通行帯違反等の取締りを強化する。 

 

ウ 科学的な指導取締りの推進 

交通事故の発生実態を分析・検討し、交通事故抑止に効果的な交通の指導取締

り施策を積極的に導入するとともに、取締り用装備資器材の研究開発及び近代化

に努めるなど科学的かつ効率的な指導取締りの推進を図る。 
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（２）交通事故事件その他の交通犯罪の捜査体制の強化 

交通事故事件その他の交通犯罪の捜査を適正かつ迅速に行うため、捜査の合理化

を推進するとともに、次により要員、装備等の充実強化を図る。 

ア 専従捜査体制の強化等 

交通事故事件その他の交通犯罪の捜査体制を強化するため、専従職員の捜査能

力の一層の向上及び体制の充実に努める。 

 

イ 初動捜査体制及び科学的捜査体制の強化 

初動捜査体制及び科学的捜査体制を強化するため、事故処理車、その他の車両、

車両犯罪捜査支援システムの整備を推進する。 

 

（３）暴走族対策の強化 

暴走行為による事故・事件の発生を防止し、交通秩序を確保するとともに、青尐

年の健全な育成に資するため、次の暴走族対策を強力に推進する。 

ア 暴走族追放気運の高揚及び家庭、学校等における青尐年の指導の充実  

報道機関等に対する広報活動を積極的に行うとともに、暴走族追放の気運を高

めるため「暴走族問題大阪府民会議」を中心に啓発活動を積極的に行う。 

また、暴走族の構成員の多くが青尐年である状況に鑑み、青尐年健全育成の観

点から青尐年育成団体等とも連携を図りつつ、家庭、学校、職場、地域等におい

て青尐年に対し「暴走族加入阻止教室」を開催するなどの指導等を促進する。 

さらに、関係機関・団体との連携のもとに、暴走族の解体、暴走族への加入阻

止、暴走族からの離脱等の支援指導を徹底する。 

    

イ 暴走行為阻止のための環境整備 

暴走族のい集場所として利用されやすい施設等の管理者に協力を求め、暴走族

をい集させないための環境づくりを推進するとともに、関係機関・団体が連携し、

暴走行為等ができない道路交通環境の整備を図る。 

 

ウ 暴走族に対する指導取締りの強化 

暴走族の取締り体制及び取締り用装備資器材の充実を図るとともに、集団暴走

行為、爆音暴走行為その他悪質事犯に対しては共同危険行為等の禁止違反をはじ

めとする各種法令を適用して検挙及び補導を徹底し、併せて解散指導を積極的に

行うなど暴走族に対する指導取締りの強化を図る。 

また、「不正改造車を排除する運動」等を通じ街頭検査等における不法改造車

両の取締り等を強化するとともに、不正改造車両等の押収のほか、司法当局に没

収（没取）措置を働きかけるなど暴走族と車両の分離を図り、車両の運転者だけ

でなく不正改造を行った業者等に対しても背後責任の追及を徹底する。 

さらに、複数の府県にまたがる広域暴走族事件に迅速かつ効率的に対処するた

め、関係府県警察相互の捜査協力を積極的に行う。 
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エ 暴走族関係事犯者の再犯防止 

暴走族関係事犯の捜査に当たっては、個々の犯罪事実を究明することはもとよ

り、組織の実態やそれぞれの被疑者の非行の背景となっている行状、性格、環境

等の諸事情をも明らかにしつつ、グループの解体や暴走族グループから構成員等

を離脱させるなど、暴走族関係事犯者の再犯防止に努める。 

また、暴走族関係保護観察対象者の処遇に当たっては、遵法精神のかん養、家

庭環境の調整、交友関係の改善指導、暴走族組織からの離脱指導等再犯防止に重

点を置いた指導、教育の実施に努める。 

さらに、暴走族に対する運転免許の行政処分については、特に迅速かつ厳重に

行う。 

    

オ 車両の不正改造の防止 

暴走行為を助長するような車両の不正な改造を防止するよう、また、保安基準

に適合しない競技用車両等の部品等が不正な改造に使用されることがないよう

「不正改造車を排除する運動」等を通じ広報活動を推進するとともに、関係団体

に対する指導を積極的に行う。 

また、違法行為を敢行する旧車會（暴走族風に改造した旧型の自動二輪車等を

運転する者のグループ）に対する実態把握を徹底し、把握した情報を関係府県間

で共有するとともに、不正改造等の取締りを行うなど的確な対応に努める。 

 

６ 救助・救急活動の充実 

交通事故による負傷者の救命を図り、また、被害を最小限にとどめるため、高速自

動車国道を含めた道路上の交通事故に即応できるよう救急医療機関、消防機関等の救

急関係機関相互の緊密な連携・協力関係を確保しつつ、救助・救急体制及び救急医療

体制の整備を図る。特に負傷者の救命率・救命効果の一層の向上を図る観点から、救

急現場又は搬送途上において医師、看護師、救急救命士、救急隊員等による一刻も早

い救急医療、応急処置等を実施するための体制整備を図るほか、事故現場からの緊急

通報体制の整備やバイスタンダー（現場に居合わせた人）による応急手当の普及等を

推進する。 

 

（１）救助・救急体制の整備 

ア 救助体制の整備・拡充 

救助体制の整備・拡充、関係機関相互の連携の強化等、救助業務の円滑な運用

を図る。 

 

イ 救助・集団救急事故体制の整備 

大規模道路交通事故等の多数の負傷者が発生する大事故に対処するため、関係

機関相互の連絡体制の整備、救護訓練の実施及び、専門的な訓練を受けた災害派
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遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の活用等、救助・集団救急事故体制を推進する。 

 

ウ 応急手当の普及啓発活動の推進 

交通事故発生直後、現場におけるバイスタンダーによる応急手当の実施により、

救命効果の向上が期待できることから、関係機関は「救急の日及び救急医療週

間」等の機会を通じ住民の救急業務に対する認識を深め、自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の使用方法も含めた応急手当の知識及び技術の普及を図るとともに、

応急手当普及員の養成を一層強力に行っていく。また、自動車教習所における教

習及び取得時講習、更新時講習において応急救護処置に関する知識の普及に努め

る。さらに、学校においては、小学校の「体育」及び中学校、高等学校の「保健

体育」において、けがの手当てや心肺蘇生法等の応急手当について指導するとと

もに、この指導を効果的に実施するため、心肺蘇生法の実習や自動体外式除細動

器（ＡＥＤ）の知識の普及を含む各種講習会の開催により、教職員の指導力の向

上を図る。  

 

エ 救急救命士の養成・配置等の促進 

重度傷病者の救命効果の向上を図るため、救急救命士を計画的に養成・配置し、

救急救命士の処置範囲の拡大により可能となった気管挿管、薬剤投与を円滑に実

施するための講習及び実習を推進する。また、医師の指示又は指導・助言の下に

救急救命士を含めた救急隊員による応急処置等の質を確保するメディカルコント

ロール体制の充実を図る。 

 

オ 救助・救急用資器材の整備の推進 

救助工作車、救助設備の整備充実を図るとともに、高規格救急自動車、高度救

命処置用資器材等の整備を推進し、高度な消防資器材の運用により、効率的な救

助・救急活動の実施を図る。 

 

カ 消防ヘリコプターによる救急業務の推進 

他市が所有する消防ヘリコプターによる救急業務との連携を図る。 

 

キ 救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実 

複雑多様化する救助・救急事案に対応すべく救助隊員、救急隊員の養成並びに

知識・技能の向上を図るため、消防学校等における教育訓練並びに消防局及び各

消防署における職場教育を積極的に推進する。 

 

ク 高速自動車国道等における救急業務実施体制の整備 

高速自動車国道及び自動車専用道路における救急業務については、西日本高速

道路株式会社、阪神高速道路株式会社との相互の連携・協力のもと救急体制の整

備を促進する。  



47 

 

 

ケ 現場急行支援システムの整備 

緊急車両が現場に到着するまでのリスポンスタイムの縮減及び緊急走行時の交

通事故防止のため、緊急車両優先の信号制御を行う現場急行支援システム（ＦＡ

ＳＴ）の整備を図る。 

 

コ  緊急通報システムの整備 

交通事故等緊急事態発生時における負傷者の早期救出及び事故処理の迅速化の

ため、人工衛星を利用して位置を測定するＧＰＳ技術を活用し、自動車乗車中の

事故発生時に車載装置・携帯電話を通じてその発生場所の位置情報を通報するこ

となどにより、緊急車両の迅速な現場急行を可能にする緊急通報システム（ＨＥ

ＬＰ）の普及を図る。 

 

（２）救急医療体制の整備 

ア 救急医療機関等の整備 

救急医療体制の基盤となる初期救急医療体制を整備拡充するため、休日夜間急

病診療所の整備を促進する。特に夜間帯の小児初期救急医療体制未整備の地域に

ついては、複数の市町村の共同による夜間急病診療所の整備を働きかける。  

また、入院・手術が必要な重症救急患者の診療については、原則として二次医

療圏単位で地域設定した救急病院（輪番制を含む）による二次救急医療体制が 365

日 24 時間整備されており、引き続き多くの病院の参加等を働きかけ、体制の充実

を図る。 

なお、生命の危機を伴う重篤な救急患者に対し、高度な医療を総合的に提供す

る三次救急医療機関である救命救急センターについては、人口 100 万人に１か所

の国の整備基準を満たしているが、引き続き、救命救急センターの機能充実や相

互連携及び既存の医療機関のレベルアップによる三次救急医療体制の充実に努め

る。  

さらに、各救急医療施設の診療応需情報を即時・的確に収集し、消防機関や市

民へ提供する救急医療情報システムの充実を図るとともに、初期から三次の各救

急医療施設の診療機能をアップする医療機器の整備等に助成する。  

 

イ 救急医療担当医師・看護師等の養成等 

救急医療に携わる医師を確保していくために、医師の卒前教育・臨床研修にお

いて、救急医療に関する教育研修の充実に努める。また、救命救急センター等で

救急医療を担当している医師に対しても、救急患者の救命率をより向上させるた

めに必要な呼吸・循環管理等の研修を拡充し、救急医療従事者の確保とその資質

の向上を図る。 

看護師等については、救急医療研修を充実し、資質の向上と救急医療を担当す

る看護師等の確保を図る。 
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また、市民に対し外傷に対処する際の応急処置やＡＥＤ（自動体外式除細動

器）を用いた心肺蘇生法等に関する知識・技術の普及により、地域におけるプレ

ホスピタルケアの推進を図る。  

 

ウ ドクターヘリ事業の推進 

救急患者への救命医療を救急現場から直ちに行い、救急医療施設へ一刻も早く

搬送し、交通事故等で負傷した患者の救命率の向上や後遺症を軽減させるため、

医師等が同乗し救命医療を行いながら搬送できるドクターヘリについて、関係機

関との連携を図る。 

 

（３）救急関係機関の協力関係の確保等 

救急医療施設への迅速かつ円滑な受入体制を確保するため、救急医療機関、消防

機関等の関係機関における緊密な連携・協力関係の確保を推進するとともに、救急

医療機関の受入れ・連絡体制の明確化等を図る。  

また、医師、看護師等が救急現場及び搬送途上に出動し、応急処置を行うことに

より救急患者の救命率の向上を図るため、医師等が同乗する救急用自動車（ドクタ

ーカー）の医療機関への配置を進めるほか、医師の判断を直接救急現場に届けられ

るようにするため、救急自動車に設置した自動車電話または携帯電話により医師と

直接交信するシステム（ホットライン）を活用するなど救急医療機関と消防機関が

相互に連携を取りながら、より効果的な体制を整備充実する。 

さらに、特に多くの被害者の生じるすべての交通分野における大規模な事故が発

生した場合に備え、専門的な訓練を受けた災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の活用

を推進する。 

 

 

７ 損害賠償の適正化をはじめとした被害者支援の推進 

交通事故被害者等は、交通事故により多大な肉体的、精神的及び経済的打撃を受け

ている上、交通事故にかかる知識、情報も乏しいことが尐なくない。 

そこで、交通事故被害者等を支援するため、自動車損害賠償保障制度や交通事故に

関する相談を受けられる機会を充実させる等、被害者支援を積極的に推進する。 

 

 

（１）自動車損害賠償保障制度の充実等 

自動車事故による被害者の救済対策の中核的役割を果たしている自動車損害賠償

保障制度については、今後とも社会経済情勢の変化、交通事故発生状況の変化等に

対応してその改善を推進し、被害者救済の充実を図る。 

ア 自動車損害賠償責任保険（共済）の充実 

（ア）保険会社に対する被害者への情報提供の義務づけ及び国土交通大臣の指示・

命令並びに自賠責保険・共済紛争処理機構の保険金支払に係る紛争の調停等に
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より、保険金（共済金）の支払いの適正化を推進する。 

（イ）交通事故に係る医療費支払の適正化を推進する。 

 

イ 無保険（無共済）車両対策の徹底 

自賠責保険（自賠責共済）の期限切れ、掛け忘れに注意が必要であることに対

し、広報活動等を通じて広く市民に周知するとともに、街頭における指導取締り

の強化等を行い、無保険（無共済）車両の運行の防止を徹底する。 

 

ウ 任意の自動車保険（自動車共済）の充実等 

自賠責保険（自賠責共済）と共に重要な役割を果たしている任意の自動車保険

（自動車共済）は、自由競争の下、補償範囲や金額、サービスの内容も多様化し

てきており、交通事故被害者等の救済に大きな役割を果たしているが、被害者救

済等の充実に資するよう制度の改善及び安定供給の確保に向けて、その普及率の

向上について引き続き指導を行う。 

  

（２）損害賠償の請求についての援助等 

ア 交通事故相談所の活動の強化  

交通事故相談所の業務については、次の措置によりその充実強化を図る。 

（ア）地域における交通事故相談活動を充実するため、交通事故相談窓口の業務の

充実を図る。 

（イ）相談内容の多様化・複雑化に対処するため、研修等を通じて相談員の資質の

向上を図る。 

（ウ）交通事故相談所において各種の広報を行うほか、広報誌等の積極的な活用等

により交通事故相談活動の周知徹底を図り、交通事故当事者に対し広く相談の

機会を提供する。 

    

イ 損害賠償請求の援助活動等の強化 

相談の内容により、関係援護機関・団体（交通事故紛争処理センター、日本司

法支援センター、日弁連交通事故相談センター、自動車事故対策機構、日本自動

車査定協会等）を積極的に紹介し、被害者の損害賠償請求に対する援助活動の強

化を図る。  

 

（３）交通事故被害者支援の充実強化 

ア 自動車事故被害者等に対する援助措置の充実 

自動車事故対策機構が行う交通遺児等に対する生活資金貸付け、交通遺児育成

基金の行う交通遺児育成のための基金事業等を推進し、交通事故被害者支援を図

る。 

また、重度後遺障害者に対する救済策を推進するため、自動車事故対策機構に

よる重度後遺障害者に対する介護料の支給及び重度後遺障害者の治療・看護を専
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門に行う療護センターの運営に対する援助措置の充実を行う。 

    

イ 交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進 

刑事手続の概要、損害賠償手続等の教示や交通事故被害者等の救済・カウンセ

リングを目的とする機関・団体の紹介等適切な交通事故相談を行うとともに、被

害者等に対して交通事故の概要、捜査状況等の情報を提供する被害者連絡制度を

さらに充実させる。 

また、交通死亡事故等を起こした加害者の行政処分等に関しても、被害者等か

らの問い合わせに応じ、適切な情報の提供を図る。 

さらに、警察本部に設置した被害者連絡調整官が、各警察署で実施する被害者

連絡について指導を行うほか、自ら被害者連絡を実施するなどして本部と警察署

が一体となった対応を協力に推進するとともに、交通事故被害者等の心情に配意

した対応をより一層強化するための指導教養の強化に努める。 

    

ウ 交通事故により父母等を失った児童の福祉の増進 

  堺市交通遺児基金により、父母等を失った児童の福祉の増進を図るため、遺児を

養育する者に対し、交通遺児手当を支給する。 

 

８ 調査研究の充実 

（１）交通実態調査等の推進  

交通安全対策、駐車対策等の効果的な推進に資するため、交通実態の多角的な調

査を実施するとともに、その有効活用を図る。  

また、交通安全に関する研究開発を推進する大学及び民間研究機関との連携を密

にし、研究開発の成果を交通安全施策に反映させるよう努める。  

 

（２）道路交通事故原因の総合的な調査研究の充実・強化  

二輪車事故、高齢者の事故、夜間事故等最近の交通事故発生状況に対応した交通

安全施策を実施するため、交通事故統計の充実を図るとともに、交通事故、道路、

車両等の諸データの有機的結合を推進し、交通事故に関するデータ解析等統計分析

の高度化を図る。また、工学、医学、心理学等の分野の専門家等との連携・協力の

もと、科学的アプローチによる交通事故の総合的調査研究を推進する。  

 

（３）交通安全教育に関する研究  

家庭、地域における交通安全教育、小・中学校及び高等学校での交通安全指導、

市における交通安全対策業務推進体制と活動のあり方などについて各分野の専門家

との連携・協力のもとに調査研究し、新たな手法による交通安全教育活動を展開し

て、交通安全思想の普及の徹底を図る。 
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第２章 踏切道における交通の安全 

 

 ＜踏切事故の現状等＞ 

    踏切事故は、長期的には減尐傾向にある。 

    しかし、改善するべき踏切道がなお残されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜踏切道における交通の安全についての目標＞ 

市民の理解と協力のもと、諸施策を総合的に推進することにより、 

 踏切事故の発生を極力防止する。 

・ 引き続き踏切事故件数０を目標とする。 

＜具体的な施策＞ 

１ 踏切道の構造改良等の促進 

２ 踏切保安設備の整備及び交通規制の実施 

３ その他踏切道の交通安全と円滑化を図るための措置 

＜今後の踏切道における交通安全対策を考える視点＞ 

対策を実施すべき踏切道が、なお残されていることから、 

・ 構造の改良及び連続立体交差化 

・ 踏切保安設備の整備等それぞれの状況を勘案し、効果的な対策を 

推進する。 

・  
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第１節 踏切事故の現状等 

１ 踏切事故の現状 

全国の踏切事故（鉄道の運転事故のうち、踏切障害及びこれに起因する列車事故をい

う。）は、長期的には減尐傾向にある。本市内でも平成18年から平成22年までの5年間

において、発生件数、死傷者とも０であった。 

踏切道の改良等の安全対策については、これまでも積極的に推進してきたところで

あるが、改良するべき踏切道もなお残されているのが現状である。 

 

２ 第９次堺市交通安全計画における目標 

踏切道における交通の安全と円滑化を図るため、市民の理解と協力のもと、第２節に

掲げる諸施策を総合的かつ積極的に推進することにより、平成23年から引き続き、平成

27年までも踏切事故件数を０とすることを目標とする。 

 

第２節 踏切道における交通の安全についての対策 

１ 今後の踏切道における交通安全対策を考える視点 

踏切道の交通安全対策は、これまでの種々の施策の取組みにより一定の効果が認めら

れる。 

しかし、踏切事故は、一たび発生すると多数の死傷者を生ずるなど悲惨な結果をもた

らすものである。現在踏切の立体交差化、構造改良、踏切保安設備の整備、統廃合等の

対策を実施すべき踏切道がなお残されている。これらの交通安全対策が、同時に渋滞の

軽減による交通の円滑化や環境保全にも寄与することを考慮し、それぞれの踏切の状況

等を勘案しつつ、より効果的な安全対策を総合的かつ積極的に推進することとする。 

 

２ 講じようとする施策 

（１）踏切道の構造改良等の促進 

遮断時間が特に長い踏切等で、かつ道路交通量の多い踏切道が連続している地区等

や、主要な道路との交差にかかわるもの等については、抜本的な交通安全対策である

連続立体交差化等により踏切道の除却を促進する。 

また、連続立体交差化までに時間のかかる「開かずの踏切」等については、効果の

早期発現を図るための構造改良等を促進する。 

 

（２）踏切保安設備の整備及び交通規制の実施 

遮断時間の長い踏切ほど踏切事故件数が多い傾向がみられることから、列車運行本

数が多く、かつ、列車の種別等により警報時間に差が生じているものについては、必

要に応じ警報時間制御装置の整備等を進め、踏切遮断時間を極力短くする。 

自動車交通量の多い踏切道については、道路交通の状況、事故の発生状況等を勘案

して必要に応じ、障害物検知装置、オーバーハング型警報装置、大型遮断装置等、よ

り事故防止効果の高い踏切保安設備の整備を進める。 

さらに、道路の交通量、踏切道の幅員、踏切保安設備の整備状況、う回路の状況等
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を勘案し、必要に応じ、自動車通行止め、大型自動車通行止め、一方通行等の交通規

制を実施するとともに、併せて道路標識等の大型化、高輝度化による視認性の向上を

図る。 

 

（３）その他踏切道の交通の安全と円滑化を図るための措置 

踏切道における交通の安全と円滑化を図るため、必要に応じ、踏切道予告標、情報

通信技術（ＩＴ）の活用による踏切関連交通安全施設の高度化を図るための研究開発

等を進めるとともに、車両等の踏切通行時の違反行為に対する指導取締りを積極的に

行う。 

また、踏切事故は、直前横断、落輪等に起因するものが多いことから、自動車運転

者や歩行者等の踏切道通行者に対し、交通安全意識の向上及び踏切支障時における非

常ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図る必要がある。 

このため、広報活動等を強化するとともに、学校、自動車教習所等において、踏切

の通過方法等の教育を引き続き推進する。 

このほか、踏切道に接続する道路の拡幅については、踏切道において道路の幅員差

が新たに生じないよう努めるものとする。 
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資料提供：大阪府警察本部

　（３）交通事故多発交差点

２　子どもの事故

３　高齢者の事故

４　自転車の事故

資料編

１　交通事故発生状況

　（１）概況

　（２）行政区別
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○　交通事故
　　　道路（道路交通法第２条第１項第１号に規定）において、車両、路面電車、列車の交通によっ
　　　て起こされた人の死亡又は負傷を伴った事故（以下「人身事故」という。）をいう。

○　件　　数
　　　人身事故の発生件数をいう。

○　死者
　　　交通事故発生後２４時間以内に死亡したものをいう。

○　第１当事者
　　　交通事故に関連した人のうち、過失が重いものをいい、過失が同程度の場合は、被害の最
　　　も軽いものをいう。第１当又は第２当などと略して用いる。

○　第２当事者
　　　交通事故に関連した人のうち、過失のないものか、過失がより軽いものをいい、過失が同程
　　　度の場合は、被害がより重いものをいう。第２当又は２当などと略して用いる。

○　子どもの事故
　　　子ども（１５歳以下で、かつ、中学生以下）が関連した（第１当又は第２当となった）事故をいう。

○　高齢者の事故
　　　高齢者（６５歳以上の人）が関連した（第１当又は第２当となった）事故をいう。

○　自転車の事故
　　　自転車が関連した（第１当又は第２当となった）事故をいう。

※　○○が関連した事故の件数や、○○自身の負傷者の数値はそれぞれの区分に重複して計
　　　上されている。
　　（例）高齢者が自転車に乗車中に事故に遭った場合は、高齢者・自転車が関連した事故件数
　　　　　のそれぞれに１件計上。

用語の意味
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※堺市域内は高速道路を除く
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　１　交通事故発生状況

（１）　概況
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死　 者(人)

負傷者(人)
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No. 発生件数 交差点名 No. 発生件数 交差点名

1 18 北堺警察署前 9 5 向陵西町

2 13 北条町１丁 9 5 錦綾町

3 11 一条通 9 5 堺東駅前

3 11 鳳西町２丁 9 5 南陵町４丁

3 11 中茶屋北 9 5 宿院

4 10 蔵前町西 9 5 向陵中町

5 9 平井大橋 9 5 臨海石津町

5 9 浜寺南町３丁 9 5 石津北

5 9 美原JCT前 9 5 落合大橋南

6 8 下黒山 9 5 小阪公園西

7 7 浜寺石津町東２丁 9 5 菱木中

7 7 深井駅前北 9 5 鳳西町

7 7 中茶屋 9 5 深井中町

7 7 野々宮神社南東 9 5 新家町北

7 7 北花田 9 5 水ケ池西

7 7 新金岡団地東 9 5 野々宮神社南

7 7 梅北 9 5 水ケ池北

8 6 安井町 9 5 太井中

8 6 東上野芝２丁 9 5 小平尾東

8 6 西浦橋 9 5 八下中学校南

8 6 鶴田池 9 5 常盤町２丁

8 6 上南 9 5 中長尾町

8 6 上村西 9 5 中百舌鳥５丁南

8 6 浜寺中学校前 9 5 百舌八幡前

8 6 田園 9 5 百舌鳥陵南町２丁

8 6 東八田３号 9 5 槇塚台１丁

8 6 野々宮神社北 9 5 豊田橋南

8 6 東百舌鳥西 9 5 城山台２丁

8 6 深井小学校前 9 5 赤坂台北

8 6 美原ロータリー西

8 6 舟渡北

8 6 舟渡南

8 6 北余部北

8 6 新金岡車庫南

（３）　交通事故多発交差点
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２　子どもの事故

　　　　　　　　年別
区分

平成
１３年

平成
１４年

平成
１５年

平成
１６年

平成
１７年

平成
１８年

平成
１９年

平成
２０年

平成
２１年

平成
２２年

　件数（件） 303 311 297 345 368 332 318 322 302 316

死者数（人） 1 1 0 2 0 2 1 0 1 1

負傷者数（人） 461 495 506 522 654 605 529 499 506 520

全死者数（人） 33 30 29 29 23 19 25 15 23 17

全死者数に占める
割合

3.0% 3.3% 0.0% 6.9% 0.0% 10.5% 4.0% 0.0% 4.3% 5.9%

※　子ども自身の死傷者数を計上
※　平成１７年は旧美原町を含む

・全死者数に占める割合の推移
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4.0%
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8.0%

10.0%

12.0%
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１３年
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１４年

平成

１５年

平成

１６年

平成

１７年

平成

１８年

平成

１９年

平成

２０年

平成

２１年

平成

２２年
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３　高齢者の事故

　　　　　　　　年別
区分

平成
１３年

平成
１４年

平成
１５年

平成
１６年

平成
１７年

平成
１８年

平成
１９年

平成
２０年

平成
２１年

平成
２２年

　件数（件） 716 796 876 926 1,008 1,043 1,097 1,166 1,170 1,181

死者数（人） 8 8 11 13 8 7 11 8 6 5

負傷者数（人） 493 521 575 636 685 696 740 773 770 746

全死者数（人） 33 30 29 29 23 19 25 15 23 17

全死者数に占める
割合

24.2% 26.7% 37.9% 44.8% 34.8% 36.8% 44.0% 53.3% 26.1% 29.4%

※　件数は高齢者が関連した（１当または２当となった）事故を計上
※　高齢者自身の死傷者数を計上
※　平成１７年は旧美原町を含む

・全死者数に占める割合の推移

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

平成

１３年
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１４年
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１５年
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１６年
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１７年

平成

１８年

平成

１９年

平成

２０年

平成

２１年

平成

２２年
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４　自転車の事故

　　　　　　　　年別
区分

平成
１３年

平成
１４年

平成
１５年

平成
１６年

平成
１７年

平成
１８年

平成
１９年

平成
２０年

平成
２１年

平成
２２年

　件数（件） 1,431 1,514 1,505 1,577 1,738 1,737 1,693 1,643 1,694 1,656

全事故件数（件） 5,657 5,539 5,742 5,839 6,401 6,202 5,744 5,547 5,334 5,271

死者数（人） 4 4 5 5 2 3 5 2 4 6

負傷者数（人） 1,476 1,561 1,558 1,638 1,834 1,817 1,758 1,704 1,755 1,724

全事故件数に占める
割合

25.3% 27.3% 26.2% 27.0% 27.2% 28.0% 29.5% 29.6% 31.8% 31.4%

※　自転車が関連した（１当又は２当となった）件数とその事故により生じた死傷者数を計上
※　平成１７年は旧美原町を含む

・全事故件数に占める割合の推移
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